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環境・社会報告書2005

■ 編集方針
●住友林業は、環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001
認証を全社で取得し、これを利用して環境保全活動を推進して

います。その活動内容を、より多くの方々にご理解いただくた

めに、2001年9月より環境報告書を発行しています。
●今回も「環境・社会報告書」の冊子名を継続しました。内容と

しては、企業の社会的責任の認識と、持続可能な社会をめざし

て住友林業が行っている活動をより詳細に報告します。

●作成にあたっては、以下のガイドラインを参照しています。

¡環境省「環境報告書ガイドライン2003年版」
¡Grobal Reporting Initiative「GRIガイドライン」
●2004年版報告書へのアンケートなどを通して読者から寄せら
れたご意見を参考に、より読みやすくする工夫をしています。

■ 報告対象期間と報告対象事業所
●報告対象期間：2004年4月～2005年3月
（報告の一部に、2005年4月以降の活動と将来の見通しを含
んでいます。）

●報告対象事業所：住友林業株式会社

●報告の一部に以下のグループ企業の活動を含みます。

住友林業クレスト株式会社、住友林業ツーバイフォー株式会社、

スミリン建設株式会社、住友林業システム住宅株式会社、住友

林業ホームテック株式会社、住友林業ホームサービス株式会社、

住友林業緑化株式会社、住友林業フォレストサービス株式会社、

スミリン農産工業株式会社、スミリンエンタープライズ株式会

社、ネルソン・パイン・インダストリーズ（NPIL社）、アルパ
インMDF・インダストリーズ（ALPINE MDF社）、クタイ・テ
ィンバー・インドネシア（KTI社）、リンバ・パーティクル・イ
ンドネシア（RPI社）、アスト・インドネシア（ASTI社）
●グループ各社の環境影響の把握ならびに環境活動の詳細な報告

に関しては、これからの課題と認識しています。

■ 発行日と次回発行予定
●2005年6月（次回発行予定：2006年6月）

■ ホームページ
●より広範な人々に活動内容をお知らせするため、ホームページ

でも情報公開しています。

http://www.sfc.co.jp/

■ お問い合わせ先
住友林業株式会社

〒100-8270 東京都千代田区丸の内1-8-1
丸の内トラストタワーN館

●環境経営部

Tel. 03-6730-3520  Fax. 03-6730-3521
●総務部 広報グループ

Tel. 03-6730-3501  Fax. 03-6730-3504
●総務部 CSR推進室

Tel. 03-6730-3500  Fax. 03-6730-3504
表紙のマークは当社のサステナブルな取り組みを表すマークです。



■ 2004年度の概況（2005年3月31日時点）
¡売上高：598,853百万円（連結723,193百万円）
¡経常利益：15,477百万円（連結18,692百万円）
¡グループ会社：子会社40社、関連会社6社

■ 経営概況

¡住宅業界は、全体としては住宅ローン減税への駆け込み需要もあり、分譲住宅を中心に好調に推移し

ましたが、当社グループ住宅事業と関連が深い持ち家は前年度を下回りました。

¡木材・建材業界は、前半は住宅市場の持ち直しを受け、市況も一部の商品については活発に推移しま

したが、後半は需給バランスの乱れから木材関連商品全般について低迷しました。

¡そのような環境下で当社グループは住宅生産コストダウンの実施により収益力の向上を図る一方、首

都圏での持ち家住宅シェアの拡大に向けた基盤整備を行ったほか、重点育成事業である住宅ストック

事業、海外事業、集合住宅事業への重点的な経営資源の配分など、連結経営の強化に取り組みました。

■ 組織上の主な変更など

¡住友林業システム住宅株式会社を2005年3月31日付で解散し、同社が行っている木造ユニット住宅

事業から撤退しました。

¡東京本社を新宿区西新宿から千代田区丸の内へ移転しました。従来、大阪、東京の2本社制でしたが、

大阪本社を廃止し、東京本社を本社として一本化しています。
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事業報告

■ お客様最優先

¡「お客様最優先」を実現するため、お客様サービスマネジメントを導入しています。

¡24時間365日体制でアフターサポートを行っています。

¡中越地震などの自然災害で被災されたお客様をフォローしています。

¡お客様ニーズに迅速に対応する企業として、経済産業大臣表彰を受けました。

■ さまざまなステークホルダーへの対応

¡施工に携わる工務店と共同で環境配慮、労働安全に取り組んでいます。

¡企業の透明性を高める情報開示が評価され、「ディスクロージャーの改善が著しい企業」に選定されま

した。

■ 社員の処遇

¡「従業員満足度調査」を実施し、従業員がいきいきと働ける制度づくりに取り組んでいます。

¡性別にかかわらず意欲と能力のある人財活用を図る「ポジティブアクション」を導入しています。

■ 社会への貢献

¡木のエキスパートとして、植林やシダレザクラ再生などの活動を行っています。

¡良き企業市民として、国内外で寄付、教育支援などを実施しています。

社会性報告

■ 2004年度の状況
¡社有林総面積：40,497ha（人工林49％、天然林42％、その他9％）2004年10月1日現在

¡CO2収支：社有林による吸収量232千t-CO2、事業活動による排出量91千t-CO2

¡木材取扱量：4,892千ｍ3（国産材1,557千ｍ3、輸入材3,336千ｍ3）

¡注文住宅完工棟数：10,275棟（内、住友林業単体9,805棟）

¡住宅建設にともなう産業廃棄物の排出量（新築系30千t、解体系12千t）

¡住宅建設にともなう産業廃棄物の木くずリサイクル率（新築系84％、解体系89％）

¡2004年度は、重大な苦情、訴訟、法規違反はありませんでした。

■ 活動概況

¡住友林業は ISO14001に基づく環境マネジメントシステムを全社で認証取得し、これを維持していま

す。またグループでは、国内4社、海外3社がISO14001を認証取得しています。

¡技術開発により、小径木、未利用材などの国産材の有効活用を図っています。

環境報告
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赤池 学
株式会社
ユニバーサルデザイン
総合研究所
代表取締役所長

1958年東京都生まれ。1980年筑波大学第二学群生物学類
卒。社会システムデザインを行うシンクタンクを経営する

傍ら、製造業技術、科学・哲学分野の執筆、評論を手がけ

ている。「ゼロエミッション」、地域資源を活用した地域シ

ステムを創出する「生命地域主義」、再生可能な生物資源

を活用した持続性を開発する「千年持続学」を提唱し、地

域資源や地域連携を活用した数多くの産業創出プロジェク

トに取り組んでいる。

◎赤池――私は科学技術ジャーナリストとして企

業の事業活動や社会貢献活動を研究しています。

中でも住友林業は徹底して木にこだわり、地域工

務店に対しても、さまざまな形で社会貢献をして

きたと感じています。本日まずお聞きしたかった

のは、その源はどこにあるのかということです。

◎矢野――それは当社の根底に「住友精神」が宿

っているからだと言えます。住友の祖である住友

政友は商いの心得を説いた「文
もん

殊
じゅ

院
いん

旨
し

意
い

書
がき

」の中

で、「天下・国家・社会・国民のためになる事業

を行う」と事業方針を謳いました。その言葉どお

り、浮利は追わず、お客様のことを第一に考え、

環境や社会に配慮した行動をとってきました。

このことが300年という長い年月を経て、「住友

精神」という形でDNAに刻み込まれています。

だからこそ、自ずと社会貢献へつながる活動がで

きているのだと思います。

◎赤池――住友精神は事業活動そのものを支えて

いる考え方だと？

◎矢野――言うなれば、当社の核です。住友精神

の謳う「社会のためになる事業」とは、社会基盤

事業のことです。住友精神と社会基盤事業がイコ

ールであるならば、国民やお客様の利益に直結し

ますので、お客様最優先をかなえることができま

す。「住友精神＝社会基盤事業＝お客様最優先」

は永遠に変わることのない定義だと当社では考え

ています。

◎赤池――ユニバーサルデザインが私の専門領域

ですが、今のお話を伺い、住友精神に重なる部分

が数多くあると感じました。ご存知のようにユニ

バーサルデザインという言葉が市民権を得る前

は、バリアフリーという言葉が広く知られていま

した。では、この2つの違いは何かと言いますと、

ユニバーサルデザインが事業や製品に関わるすべ

てのステークホルダー、たとえば原料供給者や加

工メーカー、リサイクル業者などへのメリットま

で考えているのに対し、バリアフリーは高齢者や

障害者など特定のユーザーのみをターゲットにし

ている点です。

社会全体に貢献することをめざしている住友精神

は、ユニバーサルデザインの先駆けとしても評価

できると感じました。

◎矢野――住友精神に加えて、経営理念、倫理憲

章、環境理念も策定しています。住友精神と合わ

せたこれらの3つの柱は私たちの誇りです。今後

ともこれらの柱を経営の座標軸とし、継承し続け

ることが私たちの役割だと認識しています。

赤池学×矢野龍
住友林業が考えるサステナビリティとはどういうものなのか。今回の報告書ではユニ

バーサルデザイン総合研究所の赤池所長をお招きし、当社社長とサステナビリティを

テーマに語り合っていただきました。

トップ対談

住友精神と
ユニバーサルデザインの類似点

事
業
報
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矢野 龍
住友林業株式会社
取締役社長

◎赤池――木ということで言いますと、住友林業

は国土の1,000分の1の山を保有しています。

◎矢野――ええ、当社は全国に広がる社有林の下

刈りや間伐、林道の維持管理などを欠かさず行っ

てきています。本来であれば社有林は経済林であ

るべきですが、昨今の林業を取り巻く環境の厳し

さから、残念ながら、現在は収益にはつながって

いません。だから、私たちは自然環境に貢献しつ

つ森林資源の育成に努めています。山の荒廃問題

を解決する鍵は、農家など一般の方々が保有する

山を、どう活用していくかにかかっているのでは

ないでしょうか。

◎赤池――私もその意見に賛成でして、ユニバー

サルデザイン総合研究所でも国産のヒノキの廃材

を利用した「桧健康畳」を開発しました。ユーザ

ーに対してはヒノキという天然植物成分でダニ、

カビの発生を抑え、シックハウス症候群の心配を

なくしました。

一方、地域の製材所や森林組合の方々に対しては、

コストをかけて処理をしていた廃材を有価物に変

えることでビジネスの提供を行っています。メリ

ットは微々たるものでしょうが、少しでも国内の

林業の衰退を食い止める循環のデザインができれ

ばと思っています。

◎矢野――住友林業でも「きづれパネル」や「ス

ーパーサイプレス」といった国産材を活用した建

材を開発し、導入してきました。当社住宅だけで

言いますと、国産材使用量は1棟あたり約40％

と非常に高くなっています。北海道エリアについ

ては地元カラマツを採用することで、地元材の使

用率を80％にまで高めています。同業他社のハ

ウスメーカーの国産材使用率が1桁台であること

と比較してみると、抜群に高い数字だと言えます。

国も国産材の活用を積極的に呼びかけています。

木造住宅に責任のある住友林業だからこそ、先駆

的に取り組むべきだと思っています。

◎赤池――「きづれパネル」や「スーパーサイプ

レス」といった建材には私も注目していますが、

こういった新しい建材の開発ができるのも、住友

林業という会社にミッションとともに技術がある

からなのだと見ています。

◎矢野――当社の発展の歴史を振り返ってみたと

き、そこには必ず技術という後支えがあったこと

は確かです。

たとえば約 15年前、莫大な初期投資をして

CAD・CAMシステムを導入し、設計や積算の効

率を飛躍的に向上させました。また、今では当た

り前になっているプレカットにどこよりも早く取

り組み、工期の大幅短縮を実現し、お客様や大工

さんに大変喜ばれました。こういった成果は当社

に技術があったからこそできたことだと言えるで

しょう。

国産材の活用は
取り組むべき課題のひとつ

社会貢献に活かされる
高い技術

事
業
報
告
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◎赤池――私は仕事柄、工務店や大工さんとお話

をする機会が多いのですが、お世辞でも何でもな

く、住友林業のことをすごくお褒めになる方が多

いんですよ。そこで理由を聞いてみましたところ、

在来軸組工法についても先駆的技術についても教

わることが多いからだと皆さんおっしゃいまし

た。新しい技術を自社のものだけにせず、現場の

皆さんと共有しているあたりが評価につながって

いるようです。

◎矢野――住まいは生活の基盤ですから、住宅事

業は社会基盤事業と言えま

す。その事業に新しい技術

が導入されるということ

は、言ってみれば公共の技

術でもあります。自社だけで

保有するのではなく、可能な

限りオープンにすることでス

テークホルダーの方々に喜

んでいただき、社会に必要

な存在と認められることが

住友林業の願いです。

◎赤池――実際に新しい技

術が社会貢献へつながるケ

ースもあるのですか？

◎矢野――お客様情報を集

積した「CROSS（クロス）」というシステムがあ

りますが、これは使い方次第では社会貢献に活用

できるシステムです。たとえば台風が起こったと

き、台風が通過した地域のお客様情報を検索して、

担当者が適切なサポート体制を整えることができ

ます。実際、数年前に奈良県を襲った大型台風で

はこのCROSSを活用し、いち早く被災者をサポ

ートすることができました。

◎赤池―― ITならではのメリットですね。自社を

木造住宅に責任のある会社だと社長は先ほど言わ

れましたが、それが感じられる取り組みです。

◎矢野――住宅事業に参入したのはちょうど30年

前でして、当時の経営者は「日本人が好む安心・

安全で健康に良い骨太の木造住宅を造ろう」と高

邁な志を掲げました。技術の進化を自社の利益だ

けではなく、社会全体のために活用するのは当社

の責務です。

ただ、高い志は何も住宅だけに向けられているの

ではありません。かつて台風で大きな被害を受け

た国有林が富士山の麓にあるのですが、そこを自

然林に戻す「まなびの森プロジェクト」を手がけ

ています。このプロジェクトは当社の創立50周

年記念事業を企画する際、社員の中から自然発生

的に生まれたものです。ここにも住友精神が生き

ています。また最近では、他社のCSR活動をサポ

ートする環境植林コンサルタントも始めました。

木にまつわることであれば、「何かできることは

ないか」という広い視野で取り組んでいます。

◎赤池――ちょっと視点が変わりますが、以前、

何かの資料で矢野社長が「木を科学する」とおっ

しゃっていたことを知り、大変興味をもっていま

した。数年前には事実、京都・真言宗醍醐寺の

「土
と

牛
ぎゅう

の桜」のクローン桜をつくることに成功さ

れましたよね。クローンの桜とはユニークでロマ

ンがあるなと気に入っています。

◎矢野――もとはインドネシアで手がけた「熱帯

林再生プロジェクト」で培った技術を活用した取

り組みです。今春、醍醐寺への移植後、初めての

めざすは全循環の住まい

赤池 学×矢野龍
トップ対談

ユニバーサルデザインは

次代の子孫たちとも「共

用できること」を指して

います。

事
業
報
告
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花を見事に咲かせてくれました。バイオ技術で言

えばほかにも、これまで廃棄処分されていた浄水

場から排出される沈殿土を培養土として再生する

技術を自治体に提供し活用されています。通常、

バイオテクノロジーは収益を向上させる技術なの

ですが、当社の場合それほど収益につながっては

いません（笑）。社会貢献の色合いを一層濃くし

ています。

◎赤池――なるほど（笑）。しかし、こういったこ

とは、いつかめぐりめぐって現業に還ってくると

思います。たとえば桜のクローン技術は住宅の外

構緑化に応用され、他社にはないチャーミングな

庭を提案できるようになるかもしれません。また、

沈殿土のリサイクル技術も家庭菜園の土として喜

ばれるかもしれません。

◎矢野――当社の現業と社会貢献はどこかでつな

がっていますしね。

◎赤池――本当にそのとおりでして、私は常々、

住友林業は現業と社会貢献の距離感が見事な会社

だなと思っています。たとえば植林をする企業は

数多くありますが、それが現業とどう関わってい

るのかを問われると、疑問を感じるケースは少な

くありません。その点、住友林業は木にこだわり、

現業とのうまい距離感がとれています。この距離

感がすなわち責任感なのです。

繰り返しになりますが、環境対応や社会貢献は必

ず現業に戻り、また新しい環境対応や社会貢献に

つながり、さらに進化します。キーワードは「社

会と環境と経済」であり、この3つをうまく循環

させることでビジネスを高度化するシステムを住

友林業はすでにもっています。

最後にもうひとつお聞きしたいのですが、先日発

売された住宅「プラウディオ：BF」は長寿命を

謳った住まいです。世代を超え、長く住み継いで

いけることからも、サステナブルな住宅だと言え

るでしょう。「プラウディオ：BF」は、これまで

取り組んできた事業活動や社会貢献活動の集大成

なのですか？

◎矢野――特徴的なビッグフレーム構法などは当

社研究の成果ですから、そういう意味でもさまざ

まな活動の集合体です。しかし、私たちが本当に

めざしているのは「全循環の住まい」です。施工

段階で発生する廃棄物なども含め、あらゆる部分

で全循環でなければならないと思っています。そ

ういうことからも、これからの時代が求める新た

なサステナブルの入り口に

立ったばかりです。これか

らやるべきことはたくさん

あると思っています。

◎赤池――ユニバーサルデ

ザインは「共用品開発」と

訳されますが、これは現代

を生きる人はもちろんのこ

と、次代の子孫たちとも

「共用できること」を指し

ています。住まいにとって

本当の意味でのユニバーサ

ルデザインとは、サステナ

ブルな住まいをつくり上げ

ることなのですね。

◎矢野――住友家の17代目である吉左衛門さんは

住友精神を「私心を捨て、真心で突き通す」と表

現されています。まさにそのとおりだと思ってい

ます。木造住宅に責任のある企業として、サステ

ナブルな社会の実現へどう貢献できるのか。そこ

をしっかりと考え提案し、持続的に発展する社会

基盤の確立に寄与するのが「住友林業の真心」で

す。

◎赤池――木造住宅のリーディングカンパニーと

して、サステナブルな住まいを実現されることを

期待しています。

◎矢野――そうですね。がんばります。本日は、

どうもありがとうございました。

住まいは生活の基盤です

から、住宅事業は社会基

盤事業です。

事
業
報
告

サステナブルな
社会の実現へ



S u s t a i
森のちからを、未来のちからに。

森を育てる�

未来を拓く� 家を建てる�

House
Building

Forestry

Activity

8

Sustainable Forestry。

それは地球のために、人々のために森を守ること。

Sustainable House Building。

それは豊かさを築くために、森を活かすこと。

Sustainable Activity。

それは私たちの知識を、未来の地球のために使うこと。

住友林業グループは、地球上で唯一再生可能な資源である

「木」を活かした事業によって、

多くの人に喜びをもたらし、豊かな社会づくりに貢献する

活動を行っています。



n a b l e
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1691年（元禄4年）に創業した住友林業

の歴史は、四国別子銅山開坑にともなう

銅山備林経営に始まります。その後、銅

山開発による山地荒廃に対処するため、

1894年（明治27年）、当時の住友家別

子鉱山支配人伊
い

庭
ば

貞
てい

剛
ごう

が「国土報恩」の

精神のもと「大造林計画」を樹立しまし

た。これが住友林業の環境保全活動の原

点となっています。

森を育てる�

未来を拓く� 家を建てる�

House
Building

Forestry

Activity

Sustainable 
Forestry

1894年に着手した大造林計画、
住友林業グループの環境保全活動の原点です。

森を育てる

一
〇
〇
年
先
を
見
据
え
、

木
を
植
え
、

森
を
育
む
。
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木は光合成によってCO2を吸収・固定する機能をもちます。住友林業が日

本国内に所有する社有林の総面積は40,497haで、この社有林が吸収する

CO2の量は231,605t-CO2。これは住友林業グループが年間を通じて国内

事業活動で排出するCO2量の約2.5倍に相当します。住友林業グループは、

持続可能な森林経営により地球温暖化防止に貢献しています。

住友林業が日本国内に所有する社有林

は、北海道、四国、九州、和歌山に分布し

ています。日本の国土のおよそ1,000分

の1に相当する社有林で木を植え、木を

伐り、木を事業に活かし、その収益を森

に還元し、そしてまた森を育てていく。

住友林業は、脈々と受け継がれてきた

「保続林業」の理念（Sustainable Forestry）

のもと、持続可能な森林経営に今日も取

り組んでいます。

「保続林業」の理念、それは木とともに生きた
歴史を通じて培われてきました。

全国の社有林が、国内事業活動で排出する
CO2量の約2.5倍相当量を吸収しています。

群�

25年生

50年生�

75年生

100年生� 植林�

保育�

伐採�

成林�

林道�

住友林業グループ�
CO2排出量�

住友林業社有林�
CO2吸収量�

�

0 20,00020,000 40,00040,000 60,00060,000 80,00080,000 100,000100,000

231,605 t-CO2

t-CO2

q  26,021
w  1,366
e 1,920
r  19,260�
t  2,489
y  1,263�
�

住宅の生産・建設部門

住宅の使用・維持・改良部門 

環境配慮型部門

部材・資材製造・加工部門�

商業・サービス部門�

管理部門�

u  30,543
i  2,947
o  4,456
!0  487

qwertyu!0 i

CO2直接排出量�
�

o

CO2間接排出量�
�38,433 t-CO2

90,751 t-CO2

52,319 t-CO2
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Sustainable
House 
Building

住友林業グループは、全国に広がる社有

林を事業計画に基づき管理しています。

伐採と植林をバランスよく行うと同時

に、森を育てるうえで欠かせない間伐で

発生する間伐材を「きづれパネル」「ス

ーパーサイプレス」などの建材として活

用。また、用途開発が進まなかった北海

道紋別社有林のカラマツを集成材に加工

し、柱、梁、内装材として提案するなど

木材の有効活用を進めています。

間伐材、小径木、未利用材などの有効利用を
開発、提案しています。

森を育てる�

未来を拓く� 家を建てる�

House
Building

Forestry

Activity

再
生
可
能
な
資
源
で
あ
る

木
を
活
か
し
、

暮
ら
し
を
支
え
る
。

家を建てる

Su
sta

in
a
b
le
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住友林業グループは、ニュージーランド、

オーストラリア、インドネシアで海外現

地法人を設立し、MDF（中密度繊維板）、

LVL（単板積層材）、合板、パーティクル

ボードの製造・販売を行っています。こ

れらの国でも、原材料の安定確保と環境

保全を目的に植林を実施。持続的な経営

をめざした活動を進めています。

海外の建材生産拠点でも、植林と植林木の有効利用を進めています。

ニュージーランド

NPIL

オーストラリア

アルパインMDF

インドネシア

大連�
上海�

シンガポール�
KTI

RPI

アムステルダム�
ハバロフスク�

流通拠点�
建材生産・植林�

シアトル�

住宅販売�

建材生産�

中国�

米国�

住友林業の木材・建材流通部門では、お

客様ニーズを的確にとらえる分析・提案

力と、スピーディな仕入れ・販売を実現

する流通体制を駆使して、高付加価値な

木材・建材をタイムリーに供給していま

す。また海外では、北米、オセアニア、

アジア、ヨーロッパへ建材を提供するほ

か、米国、中国で住宅を販売しています。

木を知り、住まいを知る総合住生活関連企業として、
国内で、海外で、信頼性の高い住宅・建材を提供しています。

木は伐採されて木材になっても、吸収し

たCO2を炭素として固定し続けます。

木材の炭素貯蔵量は1m3あたり約0.25t。

標準的な1棟の木造住宅（147m2）に使

用する木材に換算すると炭素貯蔵量は約

6tで、約900m2の森林が蓄えている炭

素量に匹敵します。こうしたことから、

木造の家づくりは「都市に森をつくる」

とも表現されます。

住友林業グループがお届けする木造住宅は、
都市の森をつくります。

住友林業の住宅は、お客様最優先の理念

のもと、快適で住み心地がよいことはも

ちろん、省エネルギー性、耐久性、耐震

性、安全性など、住宅に求められるさま

ざまな要素を備えています。住友林業グ

ループは、木を知り、住まいを知る総合

住生活関連企業として、お客様の「理想の

住まい」づくりのお手伝いをしています。
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Sustainable
Activity

森を育てる�

未来を拓く� 家を建てる�

House
Building

Forestry

Activity

木
の
エ
キ
ス
パ
ー
ト
と
し
て
、

地
球
の
未
来
を
担
う
。

熱帯林の減少が深刻化する中、住友林業

グループは1991年からインドネシア東

カリマンタン州スブル地区において「熱

帯林再生プロジェクト」を開始しました。

このプロジェクトで、熱帯雨林の主要在

来種であるフタバガキ科樹木のクローン

大量増殖法を開発し、荒廃した熱帯林に

緑を蘇らせることに成功。プロジェクト

が終了した2004年3月には約277haの

森を再生でき、オランウータンやシカ、

野ブタなどの野生生物も戻り始めていま

す。また、「熱帯林再生プロジェクト」

で培ったノウハウを活用し、地域住民と

共同で行うクリーン開発メカニズム

（CDM）植林の可能性を検討しました。

東南アジアの人々の持続的な発展と

CO2の吸収を同時に実現する森づくり

の方法を探っています。

クローン再生技術を開発し、
荒廃した熱帯林の緑を蘇らせました。

住友林業グループは、木とともに生き自

然を愛する企業として、多くの人々に喜び

をもたらし、広く社会に貢献したいと考え

ています。これを実現するために、筑波研

究所では、①住宅性能の向上、②木材の

新しい可能性の追求、③森林・樹木の機

能性向上をテーマに、木のエキスパート

ならではの研究開発を進めています。

自然と人の共存をめざし、
さまざまな研究開発を
行っています。

未来を拓く
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sta
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豊臣秀吉による醍醐の花見として広く知

られる京都・真言宗醍醐寺のシダレザク

ラ「土
と

牛
ぎゅう

の桜」は、枯死の危険性もあ

りその保存が望まれていました。住友林

業グループは「熱帯林再生プロジェクト」

で開発したクローン大量増殖技術をもと

にクローン苗を再生、醍醐寺にお返しし

ました。2005年4月、京都・醍醐寺境

内でその苗は花を咲かせました。今後は

この技術を応用して、各地の絶滅に瀕し

ている樹種の保存に役立てていきます。

クローン大量増殖法を使い、
京都・醍醐寺のシダレザクラを再生しました。

2世代、3世代にわたって住み続けられ

る良質な資産としての住まいを実現する

ため、通し柱を必要としない「ビッグフ

レーム構法（木質梁
はり

勝
が

ちラーメン構造）」

を開発し、国内で初めて国土交通大臣の

認定を受けました。新構法を採用した3
階建て住宅「プラウディオ：BF」は、従来

に比べ空間を隔てる壁が少なくてすむた

め、住み方の変化によって生じる将来の

大規模間取り変更にも対応しています。

スクラップ＆ビルドから、ストック重視の住まいづくりへ、
木質梁

はり

勝
が

ちラーメン構造の3階建て住宅を開発しました。

Su
sta

in
a
b
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事業のあらゆる局面に、「サステナブル」の思想を織り込んでいきます。
私たちが今享受している環境や社会システムは、長い地球の営みや、過去の歴史を形づくっ

てきた祖先からの贈り物であり、これを次の世代へさらに良い状態にして手渡していくこと

が、私たち世代の共通の課題と言えます。

地球環境の急速な劣化や、構造的な社会問題の存在を前にして、このような課題にどう取り

組むかというテーマが、個人だけでなく、企業、政府、NPOなどのすべての組織に問われて

おり、CSR（Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任）を推進しようという気運

が社会全体に広がってきました。住友林業では、2005年4月にCSR推進室を設置し、住友林

業グループが全体としてCSRに取り組んでいく体制づくりに着手しています。

住友林業は元禄年間までその起源を遡る歴史をもつ会社ですが、その間、一貫して「住友精

神」を事業経営の根幹としてきました。住友精神とは、「浮利を追わず」、天下国家国民のた

めになることを「真心をもって突き通す」、「国土報恩」などの考え方に表されていますが、

これは「事業を通じて社会や第三者に貢献する」という点で、現代のCSRの考え方と共通の

ものを多く含んでいます。

CSRの積極化にあたっては、300年以上にわたる林業経営を通じて企業文化として培ってき

た「サステナブル」の考え方をベースにしていきます。企業活動は、「社会の持続可能性」の

うえに成り立っているという厳然とした事実を改めて認識し、住友林業の活動は事業のあら

ゆる局面に、「サステナブル」の思想を織り込んでいくことにしています。企業としてのすべ

ての活動が、CSRの実践そのものであるというような状態にまで、事業経営の質を高めてい

くような継続的な取り組みを、今後積極化していきたいと考えています。

取締役　専務執行役員（CSR担当）

甲斐　和男

BANK

BANK

住友林業�

取引先　サプライヤー�

環境�

国内　海外�

社会�

地域社会　一般市民�

取引先�

株主�

金融機関　投資家�

社員　グループ社員�

お客様　消費者�

経営理念�
行動指針�
倫理憲章�

お客様�

社員�
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住友林業グループが
考えるCSR
◎CSR推進の考え方
サステナブルという企業哲学は、住友林

業グループ全事業の基盤となる価値観で

す。私たちは、CSRを「原点に立ち返っ

てサステナブルという企業哲学を見つめ

直すこと」と位置づけました。そして、

住友林業の社会的責任を自覚しこれを全

うすることで、社会から信頼され続ける

企業をめざした活動を展開しています。

◎サステナブルの思想を事業へ、社会へ

住友林業グループの全事業領域をサステ

ナビリティの対象とし、以下の3つの視

点から豊かな社会の実現に貢献します。

¡事業のサステナビリティ

サステナブルという思想を浸透させ、

真に持続可能な事業展開をめざします。

¡社会のサステナビリティ

より良い社会構築のため、本業を通じ

て社会的課題の解決に取り組みます。

真にサステナブルな企業へ�

サステナブルという思想を�

事業へ、社会へ�

双方向コミュニケーションで�

信頼関係の構築を�

企業哲学としての�
サステナビリティ�

保続林業�
国土報恩�

住友精神�

住友林業グループのCSR
住友林業グループの
経営の原点

3世紀を超える歴史の中で「住友精神」、

「国土報恩」の思想に基づく「保続林業」

を実践し、「持続可能（サステナブル）」

という企業哲学を住友林業のDNAとし

てもち続けています。

◎住友精神

住友の根底にある「住友精神」とは、住

友の創始者である住友政友（1585～

1652年）が商人の心得を説いた「文
もん

殊
じゅ

院
いん

旨
し

意
い

書
がき

」に由来しています。その伝統

精神は、明治15年（1882年）に「住

友家法」として成文化されました。その

後「住友精神」へと深化し、私たちの中

に脈々と受け継がれています。

◎国土報恩の精神

1870年代後半、西洋技術の導入にとも

なって鉱山業が近代化し、森林が荒廃し

てしまいました。これを憂いた別子銅山

支配人伊
い

庭
ば

貞
てい

剛
ごう

は、1894年（明治27
年）に大造林計画に着手。毎年100万

本以上ものスギやヒノキを植え、別子銅

山に豊かな緑を蘇らせました。

1900年（明治33年）1月、伊庭は住友

2代目総理事に就任した際、「住友の事

業は、住友自身を利するとともに、国家

を利し、かつ社会を利する底
てい

の事業でな

ければならぬ」と訓示しています。この

「国土報恩」の精神に、住友林業グルー

プのCSRの原点があります。

◎保続林業の理念

別子銅山で始まったスギやヒノキの苗

木栽培は、木を植え、森を育みながら、

永続的に植林と再生産を繰り返す「保

続林業」へと発展しました。「保続林

業」を通じて培った「持続可能（サス

テナブル）」という理念こそ、私たち

が守るべき良心です。

荒廃した別子山（明治） 緑が蘇った現在の別子山

住友林業の社会的責任
社会から信頼される企業であるために、、サステナビリティを

すべての企業活動の原点と考え行動しています。

社会性報告

営業ノ要旨

第一条

我営業ハ信用ヲ重ンジ、確実ヲ旨トシ、

以テ一家ノ鞏
きょう

固
こ

隆
りゅう

盛
せい

ヲ期ス

第二条

我営業ハ時勢ノ変遷、理財ノ得失ヲ計リ、

弛
し

張
ちょう

興
こう

廃
はい

スルコトアルベシト雖
いえど

モ、浮利

ニ趨
はし

リ、軽進スベカラズ

¡未来世代への投資

未来世代を意識した事業展開や社会貢

献への取り組みを積極的に推進しま

す。

◎双方向コミュニケーションで信頼関係

を構築

社会の要請を敏感に感じ取り、ステーク

ホルダーの方々とのコミュニケーション

を充実させながら、Win－Winな関係を

構築し、理解・共感される企業となるこ

とをめざします。

取締役会�

社長�

経営会議�

執行役員会�

テーマ別
ワーキンググループ�

リスク管理・
コンプライアンス委員会�

CSR経営戦略会議�
議長： 総務・CSR担当役員
議員： 各本部長 人事部長
 経営企画部長 環境経営部長
 総務部長 山林部長
事務局長：総務部長

事務局： CSR推進室�

CSR推進体制図

社
会
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を興して以来、住友グループはリスク管

理の徹底と社会貢献を事業精神の核とし

て発展してきました。当社も住友グルー

プの一員として、引き継がれた事業精神

を尊重し、リスク管理・コンプライアン

スに真摯に対応しています。

住友林業の社会的責任
社会性報告

コーポレートガバナンス

経営の透明性確保、迅速な意思決定・業

務執行の観点から、コーポレートガバナ

ンスの充実・強化を経営の最重要課題の

ひとつと位置づけています。

◎執行役員制度

2002年6月より執行役員制度を導入し、

「意思決定・監督機能」と「業務執行機

能」を分離。スピードを重視した経営と

業務執行に関する監督機能の強化、業務

執行責任の明確化を図っています。

◎取締役会

取締役会は原則として毎月1回開催し、

重要事項に関する意思決定と業績等の進

捗確認を行うとともに、業務執行の監督

機能を果たしています。

◎経営会議

経営戦略の方向づけを行う経営会議を、

原則として毎月1回開催しています。

◎監査機能

住友林業は監査役制度を採用し、監査役

4名中2名を社外から選任。監査役は、

取締役会ならびに経営会議に出席してい

ます。

リスク管理・
コンプライアンスの
基本方針

企業が継続的に事業を発展させていくに

は、事業上のさまざまなリスクに適切に

対処する「リスク管理」が不可欠です。

住友林業は、円滑なクライシスコミュニ

ケーションを行うリスク管理体制を整え

るとともに、コンプライアンス（法令遵

守）を徹底しています。300年前に事業

◎リスク管理・コンプライアンス委員会

の役割

住友林業では、「徹底した情報開示」「ス

ピードをともなった意思決定と行動」

「お客様最優先の視点」をリスク管理の

判断基準とし、管理部門と事業部門の健

全な緊張関係による自浄作用により、事

前のリスク把握と適切な対応を心がけて

います。

さらに、こうした日常業務のリスク管理

を補完する目的で、総務部長を委員長と

しグループ全体を対象とする「リスク管

理・コンプライアンス委員会」を設置。

組織横断的なリスク管理を履行すると同

時に、より具体的な案件には関連部署の

実務担当者で編成する部会を設け、実態

調査や対応策の検討・指導を行っていま

す。2005年3月時点では下記の部会が

情報収集・リスク分析・対応策検討など

を行っています。

¡情報システムの安全性確保を目的とし

経営理念
住友林業グループは、再生可能で人と地球にやさしい自然素材である

「木」を活かし、「住生活」に関するあらゆるサービスを通じて、

豊かな社会の実現に貢献します。

行動指針
住友精神

公正、信用を重視し、積極かつ堅実な経営を行う。

人間尊重
一人一人が高い士気と誇りを持ち、自由闊達な企業風土をつくる。

環境保全
事業を通じ、自然環境、生活環境に貢献する。

お客様最優先
お客様満足を最優先に行動する。

住友林業倫理憲章

世界的視野から企業の倫理観が求められているとき、私たちは、高まる企業の責任をあらためて認識し、

社会の一員としてさらなる発展と社会への貢献を期して、ここに住友林業倫理憲章を宣言し、新しい企業

文化の創造を目指します。

1．私たちは「良き社会人」として行動します。
住友林業の社員・役員は、ひとりひとりが企業人である前に「良き社会人」として倫理にもとづいて

法令を遵守し、お互いの人権を尊重して行動します。

2．私たちは「良き住友人」として行動します。
住友林業の社員・役員は、公正・信用を重んじ、積極かつ堅実な経営を旨とする住友の精神を受け継

ぎ、、その信用をさらに高める「良き住友人」として行動します。

3．私たちは「良き社員」として行動します。
住友林業の社員は、社内の規則に従い、不正や反社会的な行為を行わず、お客様の満足向上と公正な

取引、そして安全な職場環境づくりを目指して、「良き社員」として行動します。

4．私たちは「良き役員」として行動します。
住友林業の役員は、経営者としての責任を自覚し、率先垂範して社内の倫理意識の向上を図り、社内

の体制を整備して不測の事態に備え、「良き役員」として行動します。

5．住友林業は「良き企業市民」として行動します。
住友林業は、社会の一員として事業活動を通じて地域社会に寄与し、国際化とともに海外諸国とは良

き隣人として相互理解を深め、地球環境保全に貢献する「良き企業市民」として行動します。

社
会
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閲覧できる環境を整えています。

さらに、コンプライアンスに関わる事件

が社会的な話題になった際には、その事

件の解説とともに、注意点などを主管者

宛に通知。タイムリーな注意喚起に努め

ています。

◎コンプライアンス・カウンター

通常の業務プロセスで解決しにくいコン

プライアンス上の課題を、早期発見し解

決するため、総務部長と顧問弁護士を窓

口とする相談窓口「コンプライアンス・

カウンター」を設置しています。

「コンプライアンス・カウンター」の詳

細を社内イントラネットで周知徹底した

結果、2004年度には4件の情報提供が

ありました。また、情報提供行為によっ

て社員が人事上の不利益を被らないよう

に、プライバシーの保護にも配慮してい

ます。

た「情報セキュリティ」部会

¡「個人情報保護法」対応のための「個

人情報保護」部会

¡ロシア産材の持続可能性を検証する

「ロシア産材」部会

¡グループ全体の産業廃棄物処理につい

て検討する「産業廃棄物関連」部会

緊急時専用回線
「緊急ホットライン」と
「2時間ルール」
緊急事態に迅速かつ適切な対応が行え

る体制として、全グループ社員を対象

に「緊急ホットライン」専用回線を設

置。24時間365日いつでも、本社の
リスク管理担当部署に報告・相談でき

るようにしました。

また、緊急事態発生から2時間以内に
経営トップに事態報告をする「2時間
ルール」を定め、状況に応じてトップ

の指揮による緊急時対応が行える連絡

体制を整備しています。

◎各種マニュアルの発行

特定のテーマに関するリスクヘの対処

について、各種マニュアルを作成し社

員に配布しています。2004年度は
「インサイダー取引防止マニュアル」

と「大地震マニュアル」の2点を作成
し、配布しました。

コンプライアンスヘの
取り組み

コンプライアンスを最重要課題のひとつ

として位置づけ、1998年に「住友林業

倫理憲章」を策定。社員一人ひとりがコ

ンプライアンスの概念を理解し、「良き

社会人」「良き社員」として高い遵法精

神と正しい倫理に基づいて正しい判断・

行動ができるよう取り組んでいます。

◎コンプライアンス勉強会

コンプライアンスの意義・重要性につい

てより理解を深めるために、社内報に

「コンプライアンス勉強会」を連載。連

載終了後は、イントラネットでいつでも

個人情報保護法への対応

2005年4月に施行された「個人情報保

護法」を受け、独自の個人情報保護方針

を定めました。住友林業は、提供する製

品の性格上、お客様の個人情報を詳細か

つ長期にわたって管理します。そのため、

下記の対応により、徹底した個人情報保

護対策を講じていきます。

¡業務フローや当社定形書類フォームを

変更し、個人情報利用目的を明示

¡社内規程を改定し、個人情報の第三者

提供を制限

¡セキュリティ対策実施による安全管理

¡全従業員から個人情報保護に関する誓

約書を徴収

¡お客様からの個人情報の開示・訂正要

求、および苦情に対応するための対応

窓口の設置と公表

社会から信頼され続ける企業であるために、コーポレートガバ

ナンスを徹底するとともに、ステークホルダーの期待に誠心誠

意応えることが大切だと考えています。

個人情報保護方針

当社は、当社が業務上取扱う、お客様・取引関係者・当社従業者等の個人情報について、個人情報保護に

関する法令及びその他の規範の趣旨を遵守し、かつ社内規程等を整備し個人情報保護体制を確立いたしま

す。そのため、下記のとおり当社の個人情報保護方針を定め、これを実行し、かつ継続的に見直しを行い

改善に努めることを宣言いたします。

1. 当社は、個人情報保護規程等の社内規程を定め、これらを当社従業者（役員、社員、契約社員、派遣

社員、パートタイマー、アルバイト等を含む）その他の関係者に周知徹底し実行いたします。

2. 当社は、個人情報の紛失、破壊、改ざん及び漏えい等を防止するため、不正アクセス・コンピュータ

ウイルス対策等の適切な情報セキュリティ対策を講じます。

3. 当社は、個人情報を取得する場合、適法かつ公正な手段によって行い、個人情報の主体である本人

（以下、本人といいます）に対し、個人情報の利用目的等について明示もしくは通知するか、または

当社ホームページに公表します。

4. 当社は、個人情報の利用は、利用目的の範囲内で業務の遂行上必要な限りにおいて行い、本人が事前

に同意した場合を除き、個人情報の目的外利用をいたしません。

5. 当社は、本人から事前の同意を得た場合を除き、個人情報を第三者に提供することを原則として禁止

します。

6. 当社は、業務を委託するために個人情報を業務委託先に提供する場合や、個人情報を当社の関係会社

との間で共同利用する場合等、業務上必要かつ法令で認められる場合に限り、当社が適切と認めた者

に対してのみ個人情報を提供させていただくことがあります。これらの場合、業務委託先等との間で

必要な秘密保持契約等を締結し、その他法令上必要な措置を講じます。

7. 当社は、保有個人データについて、本人から開示、訂正、利用停止等の求めを受けた場合に速やかに

対応する体制を整備します。

8. 当社は、個人情報の取扱いに関する苦情について、適切かつ迅速な対応に努め、そのために必要な体

制を整備します。

社
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お客様とともに
お客様から寄せられる期待に応えるため、行動指針として「お客様最優先」を掲げ、

すべての事業分野でお客様満足を追求しています。

社会性報告

お客様満足を最優先

住友林業グループは、山林事業、木材・

建材事業、住宅事業、緑化事業などを通

じて、社会の基盤づくりを行っています。

事業活動を進めるにあたっては、「お客

様最優先」を掲げた行動指針を策定し、

すべての事業で「お客様最優先」を具現

化する取り組みを進めています。

◎住宅事業におけるお客様最優先

たとえば、お客様にとって高額な支出を

ともなう住宅事業の場合、もし満足して

いただけないと、お客様にとってその損

失は計り知れないものになります。その

ため私たちは、①住宅の強度・耐震性、

②シックハウス対策、③将来予測される

間取り変更、④高齢者への配慮など、お

客様にとって最適なプランを作成しま

す。さらに、住宅の長寿命化に対応した

設計はもとより、長期保証、アフターフ

ォローによりお客様の大事な資産をお守

りしています。

「お客様最優先」を社内啓発

◎「お客様最優先ハンドブック」を作成

「お客様最優先」を徹底するため、お客

様の期待に応え

るために私たち

がなすべきこと

を豊富な具体例

とともにまとめ

た「お客様最優

先ハンドブック」

を作成し、全社

員に配布してい

ます。

◎「お客様最優先」ビデオを作成

「お客様最優先」徹底のため、社内向け

にビデオを作成しました。同ビデオでは、

お客様とのやりとりの中で体験した失敗

談や、気づいたこと、感動していただい

たエピソードなどを紹介。新入社員研修

や社内勉強会などで活用しています。

各組織ごとに、お客様サービス向上のた

めの具体的な目標設定を行い、

¡計画（Plan）

¡実施および運用（Do）

¡点検および評価（Check）

¡見直し（Action）

というPDCAサイクルを経て継続的改善

を実施し、より一層高いレベルでの「お

客様最優先」をめざしています。

お客様サービスマネジメント

「お客様最優先」は抽象的な理念で終わ

ってはいけません。住友林業では「お客

様最優先」を全社員が日常業務の中で徹

底し、かつ具体的なお客様サービスとい

う行動によって実現することを目的とし

た「お客様サービスマネジメント」を全

社で導入しています。

24時間365日体制で
専門技術者が対応

住宅事業では、商品そのものの品質はも

ちろん、お引き渡し後のアフターサポー

トが大変重要です。住友林業は、全国の

支店すべてにアフターサポート専門の

「お客様センター」を設置。専門の技術

者が常駐し、迅速かつ確実な対応ができ

る体制を整えています。また、「お客様

センター」と夜間・休日対応の「コール

センター」を組み合わせ、お客様からの

電話による補修依頼やご相談を、24時

間365日体制で承っています。

総務グループ�

営業グループ�

設計グループ�

生産グループ�

その他各部門�

全支店�

AM
アフター�
サービス部門�
（ご相談窓口）�

アフター�
メンテナンス部門�
（定期巡回）�

AS

夜間・休日�
転送�

24時間・365日　受付対応�
住宅本部� アフターサポート体制�

当社ホームページオーナー専用サイト�
「クラブ・フォレスト」� コールセンター�

お引き渡し済み�
お客様�

全支店お客様センター�

お客様フォロー体制

ロングサポートシステム

循環型社会実現に向け、住宅の長寿命化

が急務となっています。

住友林業は長寿命化へのアプローチとし

て、引き渡し後の住まいを60年間サポ

ートする「ロングサポートシステム」を

2003年4月より開始しました。その主

な内容は、以下のとおりです。

¡主要構造部の想定耐用年数75年以上

を基準設定

¡各部材ごとに設計耐用年数を定め、点

検・補修・交換を考慮した設計

¡60年間にわたる自社定期点検を実施

¡設計段階から将来のライフステージの

変化を考慮した提案を実施

¡60年間の維持管理、リフォーム提案

を含むメンテナンスプログラムを提案

お客様最優先ハンドブック

コールセンター

社
会
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お客様は家を建てようとするとき、さまざまな夢や理想をおもちです。住宅事業では、それを実現に近づけるために住友

林業の考える「自由設計」という思想でお応えします。さらに、「住友林業の家」の強さと快適性を保つためにロングサ

ポートシステムを確立し、お客様の快適な暮らしのためのサポートを行っています。日常のお手入れや簡単な調整・修理

のポイントをお教えするほか、住まいのプロが定期的な点検を実施。建物の維持管理のための各種メンテナンスを、的確

に行っています。また、コミュニケーションを欠かすことなく継続し、お客様の家族構成の変化などに対応するリフォー

ムプランのご提案なども行っています。

60年ロングサポートシステムで、
お客様とご一緒に大切な住まいを見守り続けます。

Topics住まいに関するトータルなサポート体制

10
年�

20
年�

30
年�
40
年�
50
年�
60
年�

¡「建物保証書」お渡し�

¡メンテナンス用ガイドブック「快適住まいのABC」�
　によるお手入れのご提案�

¡お客様のご要望やご希望をお伺いし、�

　住友林業の考える「自由設計」の思想で設計�

3カ月、1年、2年、5年、10年、20年…と
経過年数に応じた点検内容で定期点検�

を実施。また、入居時と2年、10年の定期�
点検時にお客様にアンケートを実施。�

お客様のご要望やご希望を確認します。�

延長保証点検�
有償メンテナンス工事の場合�

安全のための�
テクノロジー�

建物保証書� 住まいのメンテナンス�
マニュアル�

ライフスタイルや�
家族構成の変化に応じた�
増築・改築などのご提案�

住友林業の�
設計思想�

快適・環境の�
ためのテクノロジー�

10

60無
償
定
期
点
検�

年
ロ
ン
グ
サ
ポ
ー
ト
シ
ス
テ
ム�

住
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林
業
と
お
客
様
と
の
お
つ
き
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い� 無
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点
検
期
間�

建
築
・
施
工�
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計
プ
ラ
ン
作
成�

有
償
定
期
点
検�

構
造
躯
体
、
防
水
保
証
期
間�

年
延
長
保
証�

お引き渡し�

1カ月訪問�

3カ月  定期点検�

1年　  定期点検�

2年　  定期点検�

5年　  定期点検�

15年　定期点検�

¡外壁再塗装、バルコニーFRP防水層再施工、�
　白蟻駆除工事を有償にて実施されたお客様は、�

　10年延長保証�

10年　定期点検�

20年　定期点検�

30年　定期点検�

40年　定期点検�

¡60年目以降もご相談に応じてメンテナンス計画をご提案�

50年　定期点検�

ご要望・ご希望をお伺い�

お客様の声を「自由設計」�～�

増築など�

1年後…�
10年後…�

50年後…�

改築など�

バリアフリー対応のリフォームなど�

アンケート�
点検シート�

ライフスタイルや�
家族構成の変化に応じた�
増築・改築などのご提案�
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お客様とともに
社会性報告

広々としたエントランスを備える

梅森デイサービスセンター

機能回復訓練室でのスタッフと利用者の様子

2004年の住友林業見学ツアーでは四国社有林を訪問

いただきました。

日程は7月24、25日の2日間。抽選で

選ばれた10組のお客様をお招きし、初

日は別子銅山記念館と住友林業社有林を

見学し、翌日は新居浜展示場&ショール

ームで「木の家」の快適機能や安全仕様

をご案内しました。

ユニバーサルデザイン

住まいは、誰にとっても①楽で、②安全

で、③安心であることが重要です。住友

林業は、「家族ひとりひとりにとって、

快適な住まいであること。これから先も

ずっと、暮らしやすい住まいであるこ

と。」をテーマに、自由設計の木造注文

住宅ならではのフレキシビリティで、ユ

ニバーサルデザインの実現をめざしてい

ます。

特に、今日の日本の住宅寿命が先進諸外

国に比べて短いのは、このフレキシビリ

ティに欠けることが一番の原因と言われ

ています。サステナブルな住まいの実現

に向け、ユニバーサルデザインを重要な

ものとして位置づけています。

地域に貢献できる
新しい土地活用の提案

住友林業集合住宅本部は土地オーナーに

対し、地元の人に喜ばれ地域に貢献でき

る新事業として、デイケアセンターの建

設を提案しています。設計・施工など、

従来の建設業務に加え、事業性の予測分

析により安定した事業計画を策定し、ヘ

ルパー・入居者の募集から、運営・経営

コンサルティングまで幅広いサポートが

特徴です。

また、設計・施工にあたっては、住友林

業の技術を駆使し、開放感あふれる空間

を実現。デイケアセンターならではのコ

ミュニケーションの場を提供します。

住友林業の家づくりの
原点がわかる
見学ツアー開催

住友林業は新築をご検討の方を対象に、

住友林業の家づくりの原点がわかる見学

ツアーを開催しています。初回の2003
年は筑波研究所見学ツアーを実施し、2
回目の2004年度は四国社有林を中心に

300年にわたる山林づくりの現場と、木

を活かした住宅ショールームを見学して

自由設計の�
木造注文住宅が実現する�

ユニバーサルデザインに基づいた�
住まいづくり�

お客様専任の建築設計士による�
コーディネイト�

研究開発スタッフによる�
ユニバーサルデザインの追求�

楽�

安全�

スムーズな�
生活動線�

マルチバランス工法�

高強度、高耐久な�
構造材�

障害や事故の防止�

安心�

自然の素材感�

木が生み出す�
くつろぎ�

環境にもやさしい�
木造住宅�

� 60年ロングサポート�
システム�快適で健康的な�

室内環境�

“個”に対する�
デザイン提案�

負担がなく使いやすい�
部材・設備� 風通し、日当たり、�

周辺環境などに配慮�

住友林業のユニバーサルデザイン
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住友林業グループの社員一人ひとりが、それぞれの持ち場で

「お客様最優先」に取り組んでいます。自然災害フォローやユニ

バーサルデザインへのアプローチも、その一例です。

「男手がないので、雪かきしてくれるところを紹

介して」とお客様から電話が入ったのは今から6
年前、入社1年目の冬です。雪の少ない東京から

赴任した私は、80cmも積もった雪に目をみはっ

ていました。驚いたのは、雪のために給湯器が使

えないことでした。室外機が雪にすっぽり覆われ、

空気を取り込めないため、ガスが燃焼できないの

です。寒い冬の朝、キッチンも洗面所もお湯が使

えなくては大変、と痛感しました。

それ以来、天気予報をチェックして、「大雪にな

りそうですから、お休み前に雪かきを」「台風が

来ますので、物が飛ばないように」とお客様にお

電話するようにしています。年末のご挨拶にお伺

いしたときには、お客様から「雪が降るから、ボ

イラーが埋まらないようにと注意してくれる住宅

メーカーはほかにないだろうって、近所の人に自

慢しているんですよ」と言われ、恥ずかしいよう

な晴れがましいような気持ちになりました。

「雪になるので注意して」とお電話するのが
習慣になっています。

住宅本部甲府支店
高橋宏治

自然災害フォロー

住友林業は、地震や水害などの自然災害

が発生した際には、現地支店に復旧対策

チームを置き、被災地のお客様の被害状

況を把握するとともに、お客様の不安を

解消するための行動を行っています。

◎阪神・淡路大震災

その契機となったのが1995年1月の阪

神・淡路大震災です。淡路島北部を震源

とするマグニチュード7.3の地震で、

50万棟以上の家屋が倒壊しました。住

友林業の家は、活断層の真上などの理由

による全壊1、半壊3と被害は軽微だっ

たものの、余震が続く中でお客様が感じ

る不安を一刻も早く取り除くため、被災

地のお宅を1軒1軒訪問点検しました。

◎自然災害に対する危機管理を強化

阪神・淡路大震災の経験と教訓をもと

に、住友林業は自然災害に対する危機管

理体制をさらに強化しました。また、地

震発生時の対応方法を定めた「大地震マ

ニュアル」を作成し、全社員に配布して

います。

◎2004年度の対応

2004年夏の集中豪雨による水害、および

新潟県中越地震に対し、お客様への被害

調査とアフターフォローを行いました。

住友林業ツーバイフォーの
「お客様最優先」活動

住友林業ツーバイフォーは、「お客様最

優先」活動の一環として、「ぴかぴか現

場」パトロールを実施しています。この

活動は、同社のすべての社員が参加する

もので、普段現場に行く機会のない事務

系社員も対象となります。また同社では、

これと並行して社長名で「『お客様満足

を最優先に行動する』の基本と原則」を

作成し、各支店長宛に配布。社員一人ひ

とりの意識のもち方、環境美化などにつ

いて啓発しました。

「ぴかぴか現場」パトロール

お客様センター・コールセンターの設置が評価され、
「経済産業大臣表彰」を受賞

2004年度「消費者志向優良企業に対する経済産

業大臣表彰」（消費者相談分野）で受賞しました。

同表彰は、消費者利益の保護や増進を図るため、

消費者のニーズの把握とその企業経営への反映

などを通じて、消費者志向体制に優れた成果を

上げている企業を、経済産業大臣が表彰する制

度です。住友林業の受賞理由は、①お客様セン

ターとコールセンターの設置、②60年ロングサ

ポートシステムの実施が評価されたものです。

V O I C E
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グリーン調達

住友林業は、より環境負荷の少ない原材

料・資材を調達するため、2003年度に

独自の「グリーン調達ガイドライン」を

策定。2004年度は JIS基準、グリーン購

入法調達基準などが改定されたため、ガ

イドラインの見直しを行いました。

◎サプライヤーの選定

「グリーン調達ガイドライン」で、①環

境汚染の予防、②環境負荷の低減、③循

環型経済社会の構築、の3項目について、

取引先の取り組み状況を把握し、サプラ

イヤー採用の参考にしています。

◎グリーン調達商品評価の実施

下記の7項目の評価基準に達した商品を

「グリーン商品」と認定し、積極的に採

用しています。

◎2004年度の実績

2005年3月時点の評価状況は以下のと

おりです。

¡80%の取引先が企業活動評価の基準

に合致

¡96%の商品が商品評価の基準に合致

24

取引先とともに
「グリーン調達ガイドライン」を設定し、環境配慮された原材料・資材を調達しています。

また、工務店と共同で労働安全に取り組んでいます。

社会性報告

①環境や人の健康に影響を与えるような物

質の使用や排出が削減されていること

②資源やエネルギーの消費が少ないこと

③再生可能な天然資源は持続可能に利用し

ていること

④長期間の使用ができること

⑤リサイクルが可能であること

⑥再生材料や再使用部品を用いていること

⑦廃棄時に適正な処理・処分が容易なこと

人吉社有林での植林活動

ニュージーランドNPILの社有林

プレカットフォーラム21の研修風景

設立当初は、会員共通で活用できる品質

管理のフォーマットづくりや技術力の底

上げを目標に、集合研修を実施していま

した。その活動から ISO9001シリーズ

認証取得をめざした「ISO塾」が生まれ、

現在正会員プレカット工場の約75％に

あたる60社が、認証取得しています。

プレカットフォーラムでは、ISO9001
シリーズ認証取得を通過点と考え、さら

なる品質管理の意識向上に向けて、①住

友林業建築専門校における建て方研修

会、②会員プレカット工場・異業種メー

カー見学会、③各種セミナーの開催など

の活動を行っています。

九州熊本で
「川上から川下まで」を
テーマに交流を実施

住宅本部熊本支店と、人吉社有林を管理

している日向山林事業所は、「川上から

川下まで」をテーマに相互交流を図って

います。2004年6月には熊本支店の取

引先（15業者、31人）を人吉社有林と

素材流通センターに案内し、木材の源流

に触れていただきました。また翌週には

山林事業所の取引先（13業者、18人）

を「人吉檜」を柱材として利用した建築

現場と住宅展示場に案内し、社有林が住

宅に活かされていることを実感していた

だきました。住友林業は、今後もこうし

た協調関係を継続していきます。

植林木の取扱量増大

営業本部木材部原木グループは、ITTO
（国際熱帯木材機関）加盟国あるいは持

続可能な森林計画を行っている仕入先か

らの植林木調達を拡大しています。

2004年度の植林木の取扱量は418千m3

で、2006年度までに481千m3に増量す

る計画です。

プレカットフォーラム21
の運営に協力

木造住宅の場合、あらかじめ工場で木材

をカットし住宅施工現場に搬送するプレ

カットが、工法の合理化と工期短縮に有

効です。1997年に設立されたプレカッ

トフォーラム21は、プレカット工場の

品質や生産性向上を目的とした全国ネッ

トワークで、住友林業が幹事会社として

運営に携わっています。

建築現場労働災害削減の
取り組み

住友林業は「安全衛生管理要領」を定め、

工務店と共同で建築現場における労働災

害削減に向けた取り組みを行っていま

す。建築現場で発生する労働災害のうち、

①墜落・転落による災害、②重機等によ

る災害、③電動工具による災害の削減を

目標に、安全管理を徹底しています。

また、工務店自身の自主的な安全管理能

力向上をめざし、工務店内で安全教育ビ

デオなどの教材を利用した啓発活動を行

っています。

◎2004年度の実績

2004年度の労働災害発生状況は、休業

3日以下46件、休業4日以上19件でし

た。重大な災害は発生しませんでした。
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住友林業のIR活動
住友林業では、情報開示を積極化し経営

の透明性を高めることで、経営品質の向

上を図ることをめざし、IR活動の改善に

努めています。IR活動にあたっては、積

極性、適時性、正確性を特に重視し、株

式市場への情報開示を行うことで、株主

や投資家の皆様とのより良い信頼関係の

構築に努めています。

◎業績説明会、個別ミーティング

機関投資家、証券アナリストの皆様に対

しては、中間・期末決算発表後に、社長

が出席のもと業績説明会を開催し、毎回

約80名の方に参加いただいています。

このほかにも、訪問対応や、当社側から

の訪問などによる個別ミーティングを年

間百数十件実施しているほか、テーマを

絞った事業説明会の開催や情報開示内容

の拡大、IRツールの充実にも取り組んで

います。

◎「ディスクロージャーの改善が著しい

企業」に選定

これらの努力が認められ、（社）日本証

券アナリスト協会の行う平成16年度の

「リサーチ・アナリストによるディスク

ロージャー優良企業選定」において、当

社は「建設・住宅・不動産」部門の「デ

ィスクロージャーの改善が著しい企業」

に選ばれました。

株主アンケートの実施

個人株主の方とのコミュニケーションを

図るため、2004年12月発行の「2005
年3月期中間事業報告書」に株主アンケ

ートを添付し、株主の皆様の意識調査を

行いました。多数の個人株主の方からご

回答をいただいた結果、①当社株主の

62％は10年超の長期保有、②今後の保

有予定についても80％の方が長期保有

の方針、という当社株主の長期保有傾向

が明らかになりました。今後も継続的に

社会的責任投資（SRI）
への組み入れ

企業を経済的な実績だけでなく、環境活

動や社会貢献などを含めて評価する社会

的責任投資（SRI）が注目を集めていま

す。住友林業は、モーニングスター社の

「MSーSRI」＊、FTSE社の「FTSE4Good

Global Index」の銘柄に組み入れられる

など企業姿勢が高く評価されています。

＊：2005年6月1日組み入れ

同様のアンケート調査を行い、株主の皆

様のご意見・ご要望を伺いながら、より良

い関係の構築に役立てていく方針です。

株主・投資家の皆様との
コミュニケーション

◎株主総会

毎年6月に開催している株主総会では、

より参加しやすく、わかりやすい株主総

会をめざし改善を加えています。2000
年6月開催の第60期定時株主総会から、

会場内のスクリーンに映像を映してビジ

ュアル化を図ったほか、株主の皆様に送

付する招集通知の発送の早期化など、当

社のより良い理解につながるよう努力を

続けています。

◎事業報告書、ホームページ

中間と期末決算後に株主宛に送付してい

る「事業報告書」では、単なる業績の報

告にとどまらず、読み物として楽しんで

いただけるよう内容に工夫を凝らしたほ

か、ホームページの IRサイトも、株主・

投資家の皆様の声を受け、2005年4月

から大幅にリニューアルしました。
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株主とともに
社会性報告

証券アナリストの皆様への業績説明会

ホームページ

事業報告書

経営の透明性を高めるために、積極的な情報開示を行っています。

2004年度は「ディスクロージャーの改善が著しい企業」として表彰されました。

金融機関
38.53%

証券会社
0.90%

その他の法人
22.39%

外国法人等�
24.35%

個人その他�
13.46%

自己名義株式�
0.37%

株主構成比率

社
会
性
報
告
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社員とともに
社員一人ひとりが主体性をもちいきいきと働ける会社であるために、

公平でチャレンジできる人事制度、働きやすい職場環境づくりを進めています。

社会性報告

人事制度の基本方針

住友林業は社員を「人財」と考え、「住

友林業マインド」をもつ組織文化継承の

担い手を育成しています。「一人一人が

高い土気と誇りをもち、自由闊達な企業

風土をつくる」という経営理念（行動指

針）を実現し、住友林業が住生活関連事

業におけるエクセレントカンパニーとし

ての確固たる地位を築いていくため、以

下の基本方針で人事制度・施策を企画・

運用しています。

¡社内の風土改革を促し企業活性化を導

く

¡人財の開発・育成を強化し、意欲と能

力のある人財にチャンスを与え、チャ

レンジを促す

¡仕事の成果に対して適正に報いる

¡透明性と納得性を確保する

人財育成への取り組み

人財育成にあたっては、「自立」と「支

援」がキーワードとなります。自らのキ

ャリア形成に向き合い自己実現をめざす

「自立」した社員を、会社は積極的に

「支援」します。社員は会社からキャリ

ア形成と自己実現の機会を獲得し、会社

は組織の発展に必要な人財と組織に貢献

するパフォーマンスを獲得するという

Win-Winの関係を構築していきたいと

考えています。

教育・研修メニューの充実

「自立」と「支援」による人財育成を実

現するため、次のような教育・研修メニ

ューの充実を図っています（一部予定を

含む）。

¡自立型社員集団形成の足がかりとして

のキャリアデザイン支援研修

¡社員の自己開発・育成を支援し、資格

やビジネススキル取得のためのカフェ

テリア型研修

¡事業戦略に沿った人財を強化するため

の海外留学（語学＆ビジネススクー

ル）、海外トレーニー派遣など

¡リーダーを担う人財強化策として、財

務および経営理論の基礎・応用を学ぶ

ための経営戦略研修、大学院留学など

木造住宅の伝統技術を、
次代を担う若い技術者に
継承

「住友林業の家」には、伝統的な在来工

法の良さが息づいています。こうした伝

統技術を未来へと継承していくために、

住友林業建築技術専門校を設立。心・

技・体のバランスのとれた、家づくりの

スペシャリストを育成しています。

◎高い水準の建築技能者を養成

1988年に開校した住友林業建築技術専

門校は、「職業能力開発促進法」により

千葉県知事の認定を受けた企業内職業訓

練校です。グループ企業のスミリン建設

に入社した技能社員を、1年間かけて

「建築大工技能士補」の国家資格がとれ

るレベルに育てます。

スペシャリストへの道は基礎実技実習か

ら始まり、モデル棟実習、住宅建築実習、

軸組構造模型製作、技能五輪参加へと続

きます。このうち技能五輪は自分の力を

確かめる場として、全訓練生が千葉の地

方予選に参加。優秀者には全国大会出場

の道が開けます。2004年度は5名が全

国大会に出場し、銀賞1名、敢闘賞2名

と活躍しました。

◎社員研修の場としても活躍

住友林業建築技術専門校は、住友林業グ

ループの社員研修の場としても活用され

ています。技術・営業・メンテナンスな

ど職務に応じた施工管理者養成カリキュ

ラムを組み、必要な知識と技能を教育し

ています。

建築技術専門校の授業風景

社員�

自己実現�

キャリア�
形成�

人財クオリティ�

獲得�

¡キャリアビジョン�
¡能力開発、自己啓発�

パフォーマンス�

期待・待遇・報酬�

要望�

支援�

住友林業�

エクセレント�
カンパニー�

社業�

人財ニーズ�

人財育成支援制度・施策�

キーワード：「自立」� キーワード：「支援」�

人財育成のしくみ

社
会
性
報
告
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現場施策と連動した研修体系の構築

住宅部門の第一線で活躍するためには、

「知識」と「スキル」が要求されます。

そのため住宅人事部・人財開発グループ

は、現場のニーズ・施策と連動した全社

施策として、①新人早期戦力化・育成プ

ログラム、②スミリンビジネスカレッジ

（SBC）、③チェーンマネジメントプログ

ラム、④商品知識“達人”研修、⑤OJT
サポートシステムで構成される研修体系

を構築しています。

◎新人早期戦力化・育成プログラム

新卒入社の社員が必ず受ける研修カリキ

ュラムです。入社後の一定期間（住宅営

業職は入社1年目、技術職は2年目）内

で到達すべき目標を「一人前レベル」と

設定し、必要な知識・スキルを徹底的に

学びます。すべての単位を取得し、レベ

◎チェーンマネジメントプログラム

現場の力を引き出し育成することが業績

につながるという観点から、支店単位の

管理職を階層ごとに集め、各々の支店の

戦略策定をコアにしながらマネジメント

レベルの育成を行っています。

◎商品知識“達人”研修

住宅本部で扱う商品知識について詳しく

解説します。これは、顧客接点業務に関

わる社員一人ひとりが自社の商品を正し

く理解し、商品の構造・機能に自信とプ

ライドをもって仕事にあたることが、会

社全体の原動力になるという考え方によ

るものです。

◎OJTサポートシステム

OJTをサポートする lT活用システム。住

宅本部の全社員を対象に実施するテスト

サイト、マニュアルサイト、社内アンケ

ートサイトの3つの機能で構成されてい

ます。全国統一達人テストなどを実施し、

研修の効果定着を図っています。今後は

イントラネットの動画配信を活用し、事

前にアカウンティングやファイナンス、

マーケティングなどの基礎を学習したう

えで集合研修に参加するなど、より研修

効果の高いシステムへと進化させていき

ます。

住宅本部では、このほかにも展示場アド

バイザーの接客レベル向上プログラムな

どを用意しています。また、左記の人財

育成体系図を社内教育研修サイトで公開

するなど、OJTや自己啓発を広く促進す

る体制を整えています。

ルチェック試験に合格して初めて現場に

出ることができます。

◎スミリンビジネスカレッジ（SBC）

任意参加型の自己啓発研修。住宅関連の

スキル・知識メニューの中から、参加者

は、必要なときに必要なものを選び受講

することができます。

Topics 住宅本部教育・研修制度

住宅営業職フォロー研修

住宅営業職� 建築技術職� 業務職� 事務技術職�
（一般事務職）�

新卒・既卒入社時研修�

住友林業建築技術専門校研修�

新卒営業
入社時専門研修�

新卒技術
入社時専門研修�

新卒業務
入社時専門研修�

営業�
フォロー研修�

技術�
フォロー研修�

業務�
フォロー研修�

キャリアデザイン研修（30歳）�

新任管理職研修�

キャリアデザイン研修（40歳）�

新任主管者研修�

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
研
修（
応
募
型
）�

年齢�

職種�

22歳～�

30歳～�

40歳～�

キャリア研修� 考課者研修�職種・階層型必須研修（考課者研修も含む）�

ス
ミ
リ
ン
ビ
ジ
ネ
ス
カ
レ
ッ
ジ�

チェーンマネジメントプログラム�

人財育成体系図



28

社員とともに
社会性報告

社長を交えて行われた育児休暇取得者座談会（2005年3月開催）

社内公募制度・
FA（フリーエージェント）制度
意欲と能力のある人財にチャンスを与

え、チャレンジを促す制度として2003
年4月より「社内公募制度・FA（フリー

エージェント）制度」を導入しました。

応募者は社内面接を経て、自らが力を発

揮したいと希望する業務・部署へ異動し

ます。また両制度とも、本人の希望実現

のみならず、社内の多様な人財・能力の

発見に大きな効果を上げており、人財の

適正配置に寄与しています。

ES（従業員満足度）
サーベイ

2004年度に、2002年度に続き2回目

のES（従業員満足度）サーベイを実施

しました。対象は全社員で、会社の方

針・施策に対する社員の声をフィードバ

ックするしくみとなっています。寄せら

れた社員の声から、組織のもつ強み・弱

2003

2004

社内公募制度� FA制度�

応募者�

（人）�

合格者�

41

19

5

3

16

16

4

6

応募者� 合格者�年度�

社内公募制度・FA（フリーエージェント）制度応募状況

定期発行、②イントラネットにおける専

用ページの立ち上げ、③事務技術職対象

の「キャリアアップ研修」の実施、④育

児制度見直しに向けた育児休暇取得者へ

のヒアリングおよび育児座談会の実施、

⑤育児・介護休業規程改定、⑥育児休業

者復帰支援サービスの導入、⑦女性住宅

営業職および業務企画職社員との意見交

換会の実施、など着実に拡大しています。

今後はさらに、男性社員の意識改革を実

現する取り組みや、女性の活躍の場を広

げるための人事ローテーションを積極的

に行っていきます。

み、改善点、改革すべき方向性が明らか

となりました。調査結果は、社員向け制

度・施策を企画立案する際の重要な指針

としています。

ポジティブアクションへの
取り組み

女性社員がより活躍できる社内環境を整

備するため、2003年4月より人事部内

に「ポジティブアクション推進室」専任

担当者を配置し、取り組みを進めていま

す。

現在までの取り組みは、①社内啓発誌の

入社以来11年近く担当した営業職から、一昨年、

FA制度で商品開発部へ異動しました。

住友林業の家には、大量生産の工業製品にはない

木造住宅の良さがあります。私は木の家の魅力に

惹かれて入社したので、それをより引き出すよう

な製品づくりに参加したいと思い、FA制度に応

募しました。

商品開発部に異動して、最初は環境の違いにとま

どいカルチャーショックを受けました。また勉強

することも多くて大変ですが、やりがいもありま

す。商品開発の仕事には幅広い発想力が必要なた

め、常に広い視野をもつ努力をしています。

FA制度は、チャレンジする機会を得るチャンス

です。私は自分のやりたい仕事に就けたことに感

謝していますが、ここから先は自分の努力次第だ

とも思っています。今後は、着心地のいいシャツ

のように時間とともに住む人に馴染むような、そ

んな家づくりをしていくことが目標です。

FA（フリーエージェント）制度によって、
より広い視野で家づくりを見つめることができました。

住宅本部商品開発部
玉上陽一

V O I C E

社
会
性
報
告
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育児・介護支援制度

育児・介護休業制度、短時間勤務制度、

始業時間の繰り上げ・繰り下げ制度を設

けています。制度の企画にあたっては育

児・介護経験のある社員の声を踏まえ、

当社の実情に合わせた制度内容としまし

た。また、育児休業者向けにインターネ

ットを利用した職場復帰支援ツールを採

用するなど、制度面と運用面の双方から

支援体制の拡充に努めています。

「次世代法」に基づく行動
計画

住友林業は、次世代を育む場である「住

生活」に関するあらゆるサービスを提供

していく企業として、次世代育成支援に

積極的に取り組みます。行動計画におい

ては、男性の育児休業取得者の確保をは

じめとした「次世代法（次世代育成支援

対策推進法）」に基づく認定条件のクリ

アをめざし、「仕事と家庭の両立」や

「多様な働き方への支援」のための環境

整備を実施していきます。

人権への配慮

セクシャルハラスメントなど人権に関す

る問題に取り組んでいます。人事部内に

セクハラ相談窓口を設置し、全社員を対

象に啓発するとともに、セクハラに関す

る相談を受け付けています。

安全衛生管理

住友林業は、会社の安全管理を充実し、

労働災害の未然防止に努めています。社

員就業規則に基づき「安全衛生管理規程」

を設け、その内容を社員に徹底するとと

もに、必要に応じて安全衛生教育を実施

しています。

◎住友林業クレストの安全衛生管理

各種合板や住宅用各種部材を製造・販売

する住友林業クレストは、無事故・無災

害をモットーに安全最優先の活動を推進

しています。同社は、①機械操作による

挟まれ・巻き込まれ、②感電、を主な労

働災害要因と想定し、機械設備に危険防

止措置を図ることにより事故を未然に防

止しています。また、安全衛生委員会を

設置し災害防止措置を図ったことによ

り、作業者全員の意識が高まり安全対策

が着実に実施されています。

◎メンタルヘルス相談窓口

現代は「ストレスの時代」とも言われ、

現代人はさまざまなストレスに直面して

います。しかし、ストレスは自分では気

づかず心の健康を悪化させてしまうこと

もあるため、周囲の適切なサポートが必

要です。

住友林業は社員の心の健康をケアするた

め、外部機関に委託して「メンタルヘル

ス相談窓口」を開設しています。相談費

用はすべて会社で負担するほか、相談者

のプライバシーも厳守しています。

社内報「樹海」が
日本経団連で特別賞を受賞

日本経済団体連合会・社内広報センター

が主催する「2004年日本経団連推薦社

内報選定」において、「推薦社内報特別

賞」ビジュアル賞を受賞しました。この

「推薦社内報」は、各社の社内報の企

画・構成・表現・デザインなどを多角的

に審査するものです。住友林業の社内報

「樹海」は、「適切にレイアウトされ、企

画・誌面構成・展開がわかりやすい」と

評価され、今回の受賞となりました。

女性社員がより活躍する社内環境整備を目的に、

ポジティブアクション推進室が発足してから約2
年。当初は、①人事制度の見直し・改定、②女性

社員の教育研修、③女性の職域の拡大、④社員の

意識改革、の4つを柱に活動を開始しました。

実際の活動を推進するうちに、大切なのは「目に

見えること」だけではなく「意識を改革すること」

だと実感しました。当社は、業務内容から見ても

いわゆる男社会的な企業風土があるため、意識改

革は最大の難関です。社長自ら率先して、ポジテ

ィブアクションの推進を掲げられており、少しず

つですが社員の意識改革を進めているところで

す。

具体的な活動では、女性社員向けのキャリアアッ

プ研修などモチベーションを高める取り組みに人

気があり、潜在的なニーズの高さを実感していま

す。今後も一歩ずつ着実に、将来に花開く活動を

続けていきたいと思っています。

ポジティブアクションの推進には、
意識改革が大切だと実感しています。

人事部
羽佛昌子

V O I C E

従業員満足度調査の結果を、社員向けの企画・運用に役立てて

います。こうした試みを積み重ねながら、すべての意欲あふれ

る社員がいきいきと働ける職場環境にしていきます。

社
会
性
報
告
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社会とともに
森林事業で培った知識と経験を活かし、社会に貢献する活動を実施しています。

また国内外で、良き企業市民としての取り組みを進めています。

社会性報告

富士山を舞台とした
植林・育林活動を展開

1996年9月、東海・関東南部を襲った

台風17号により、富士山南麓の国有林

では50～60年生のヒノキ植林地が大き

な被害を受けました。住友林業は、地域

社会に貢献する活動の一環としてこの森

の再生をめざし、1997年より富士山

「まなびの森」自然林復元活動をスター

ト。地元の行政（静岡県・富士宮市）、

環境ボランティア団体、学識経験者、マ

スコミなどで構成する「企画懇談会」を

設置し、ご意見をいただきながら活動を

進めています。

また、活動を通じて得たネットワークを

活かし、植林だけにとどまらないさまざ

まな活動を行っています。

◎富士山「まなびの森」プロジェクト

富士山「まなびの森」では、1998年4
月からボランティアの協力を得て植林・

育林活動を実施してきました。植林にあ

たっては、富士山固有の樹種を保つため、

ブナ、ミズナラ、ミズキ、ケヤキ、ヒメ

シャラ、カエデ、ホオノキ、キハダ、ヒ

ノキ、フジザクラなど富士山麓に自生す

る樹種を使用。これまでに累計4,513
名のボランティアの方々に参加していた

だき、33,295本＊を植栽しました。

フォレスターハウスを
リニューアルオープン

住友林業は、森林をめぐる動植物や大気、

水、土壌、景観などの森林の諸機能を考

慮した新しい森林管理の形をめざし「住

友の森エコシステム」をテーマに森林の

整備を行っています。1993年には愛媛

県の別子山にフォレスターハウスを建設

し、周辺広場とともに一般に公開。幅広

い方々に向けて、森林・林業の情報を発

信しています。

◎内部展示物などのリニューアル

フォレスターハウスは開設して10年以

上経過したことから、2005年3月内装

と展示をリニューアルし、見て学べる施

設へと生まれ変わりました。新たな展示

は次の4コーナーで構成されています。

¡四国社有林をパネルで紹介する「住友

の森ギャラリー」

¡山林事業や森林管理に関する情報とオ

ノ、ノコギリなどの実物を展示して森

づくりの技術を紹介する「持続可能な

森づくり」

¡山林事業の成り立ちや環境活動を紹介

する「住友林業の環境保全活動」

¡周辺の自然を紹介する「フォレスター

ハウスの自然観察」

◎体験学習

2004年11月、愛媛県体験型環境学習

センター主催の学習会がフォレスターハ

ウスを訪れました。参加者は、愛媛県内

の環境カウンセラー、愛媛県環境マイス

ター、教員など約30名。当日は新居浜

山林事業所長が、住友林業の保続林業や

環境への取り組みを説明をしました。

持続可能な森づくりを実物や模型・パネルで紹介

フォレスターハウス

山林事業の成り立ちや環境活動を紹介

社
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「まなびの森」で枝打ちの育林活動 「まなびの森」に参加したボランティアの皆様

現在は大規模植林活動を終え、下刈りや

枝打ちなどの作業が中心となったため、

安全管理を重視した人数でのボランティ

ア活動を行っています。

＊：植林ボランティアの植林本数。このほかに
植林体験活動1,012名による2,061本の植
林があります。

◎植生のモニタリング

東京農工大学に「植生のモニタリング」

を委託しています。群状植栽木の生育状

況や群落構成種の変化、天然更新（人の

手によらず自然の力で回復すること）に

よる森林回復過程調査などを行い、早期

自然林復元の管理とその方法に関するデ

ータを収集しています。

◎鳥獣生息調査

日本野鳥の会に、鳥の種類と生息数の調

査、種ごとの縄張り調査、哺乳類の調査

などを継続して委託し、継続的なモニタ

リングを行っています。

◎フォレストアーク

1999年10月、ボランティア活動の支

援拠点施設「フォレストアーク」を設置

しました。「フォレストアーク」は自然

との共生を基本理念としています。

建設にあたっては一部に古民家解体材を

再利用するとともに、生態系に配慮して

バイオトイレ（微生物の力でし尿を分解）

や太陽光発電装置、雨水利用設備を整え

ました。

さらに施設周辺にはビオトープ＊を設

け、多くの人々に環境保全の大切さを知

ってもらうための環境教育の拠点として

活用しています。当社新入社員も研修の

一環として植林・育林活動に携わり、富

士の大自然から多くのことを学んでいま

す。

＊：その地域に暮らすさまざまな野生生物たち
が互いに関係をもって暮らしていける場所

森林・林業の情報発信の場、フォレスターハウスをリニューア

ルしました。また、森林のプロフェッショナルとして、富士山

「まなびの森」などで失われた森の再生に取り組んでいます。

早稲田大学平山郁夫記念
ボランティアセンターに
ヘルメット寄贈

富士山「まなびの森」で大規模な植林活

動が終了したのにともない、活動に使用

した資材の活用が課題となっていまし

た。2004年10月、住友林業は、この

うちのヘルメット70個を、早稲田大学

平山郁夫記念ボランティアセンターに寄

贈しました。

これにより、同センターが主催する東京

都八王子市での「高尾の森プロジェクト」

や、早稲田大学の森林での授業・演習に

ヘルメットを使っていただくことができ

ました。また、同センターが実施した新潟

県中越地震の災害ボランティア活動にも

寄贈したヘルメットが利用されました。

住友林業クレストが
「千年の森づくり」に参加

2004年4月、住友林業クレスト小松島

事業所は、徳島県林業振興課が実施した

上勝町「高丸山 千年の森づくり」の植

林ボランティアに参加しました。

今回参加したのは29の団体・企業で、

「遊学の森」と名づけられた約5haの区

域にケヤキやブナを植樹しました。小松

島事業所からは取引業者2名を含む16
名が参加し、560本の苗木を植えました。

小松島事業所が割り当てられた植林区域

新潟県中越地震のボランティア活動と寄贈ヘルメット

2004年度の環境広告は
「北海道カラマツ篇」

住友林業は、「サスティナビリティって、

こういうこと。」をコーポレートメッセ

ージとして、住友林業の環境保全への取

り組みを紹介しています。今回は北海道

紋別社有林で植林したカラマツを、住宅

本部札幌支店で住宅構造用部材として利

用している例を紹介しました。

2005年1月に掲載された環境広告

社
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社会とともに
社会性報告

新潟県中越地震で
住宅ボランティア活動

2004年10月に発生した新潟県中越地

震では、住宅の被害は全壊2,842棟、

半壊10,568棟、一部破損88,524棟に

および、ピーク時には10万人を超える

方々が避難生活を余儀なくされていまし

た。地震発生後、国土交通省の要請を受

け（社）住宅生産団体連合会は、被災住

宅の補修についての相談窓口「住宅修繕

支援隊」を設置。住友林業も住まいとい

うインフラに関わる企業として支援隊に

参加。新潟市の支援隊本部で被災された

方から壊れた住宅の修繕方法などの相談

を受けたり、住宅修繕ができる建築技能

者を紹介するなどの活動を行いました。

ト広場では、住友林業フォレストサービ

スがヒノキまな板、スギ・ヒノキの丸太

イスなどを特別価格で販売。特に丸太イ

スは大人気で追加製作したほどでした。

また同時に、特別セミナー「家づくり達

人講座」を実施。①森づくりから家づく

りまで、②住まいづくりにおける木材の

品質、③樹種選びから始めるイメージ空

間のつくり方などをテーマに、お客様に

有益な情報を提供しました。

特別セミナー「家づくり達人講座」

八王子の森林技術総合研修所で行ったJICA森林研修

JICA森林研修
独立行政法人 国際協力機構（JICA）が主

催する海外技術研修「持続可能な森林経

営の実践活動促進研修」に協力し、アジ

ア、アフリカ、中南米から派遣された

16名の海外研修生に、住友林業の森林

経営について講義を行いました。

住友林業が安全や環境に関する調査や開発に、多

大な投資をしていることに印象を受けました。ま

た住宅建設に関しては、環境にも居住者にも優れ

た資材である木材を可能な限りふんだんに使用し

ていることに好感をもちました。

研修の間はいろいろな場所で住友林業の仕事を見

ることができましたが、どこに行っても労働意欲

が高く、勤勉な社員を目にしました。皆さん仕事

で多忙にもかかわらず時間を割いて、私に業務内

容を説明してくださって大変感謝しています。お

かげで外国人の私にも十分に理解することができ

ました。

研修では日本各地を訪れ、日本の古今の建材事業

を学ぶことができましたが、中でも一番印象に残

ったのは住友林業の発祥の地である四国への研修

旅行でした。人生最高の想い出とも言える今回の

研修では多くの方々にお世話になりました。この

場を借りて感謝を述べたいと思います。

一番印象に残ったのは、
住友林業発祥の地、四国への研修でした。

EU研修生
ミッコ・キュラヴァイニオ
フィンランドkeitele Timber社
輸出マネジャー

V O I C E

EU研修生を受け入れ
1979年に発足したEUビジネスマン日本

研修プログラム（ETP）は、発足以来

1,000人近くの修了生を輩出し、日本と

EUの人材交流を促進してきました。住

友林業はETPの主旨に賛同し、山林事

業・住宅建設事業を研修目的とするEU
研修生を1998年より受け入れていま

す。今回来日したのは、フィンランドの製

材・製材品加工会社の輸出マネジャー、

ミッコ・キュラヴァイニオ氏で、住友林

業では、山林見学、生産現場見学（製材

所、建材メーカー）、物流現場見学（物

流倉庫）、住宅建設現場見学などを実施

しました。

今回の研修生受け入れは、研修生にとっ

ても住友林業社員にとっても大変有意義

な経験となりました。

木と森に親しむイベント
開催

2004年9月、住友林業住宅本部新居浜

営業所は、新居浜山林事業所、住友林業

クレスト、住友林業フォレストサービス

の協力を得てお客様をお招きし「秋のお

客様大感謝祭」を開催しました。イベン

社
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◎地域住民への支援

KTI教育財団では、就学援助のほかにも

工場周辺の地域住民の生活支援や、スマ

トラ沖地震・津波被害者に対する義捐金

寄付などの活動を行っています。

◎自治体に清掃車を寄贈

2004年、KTIはサブア・ビナ・プラヤの

自治体に対し、10台の清掃車を寄贈し

ました。

RPI、ソロ市の緑化に協力
インドネシアのRPI（リンバ・パーティ

クル・インドネシア）は、インドネシ

ア・中部ジャワ州にある古都ソロ市の清

掃局と園芸局に対して、早生樹種のアカ

KTI教育財団が支援する学校

海外からの留学生や研修生を迎え、住友林業の事業活動を紹介

しています。また、森を守り住まいというインフラに携わる企

業として、国内外で寄付活動、ボランティア活動を行っています。

スマトラ沖地震・津波
被災者に
義捐金を送付

◎社員義捐金

スマトラ沖地震・津波被害に対して社員

義捐金を募集しました。1,770名が応募

し、寄せられた105.6万円の義捐金を

日本ユニセフ協会に寄付しました。

◎住友林業の義捐金

住友林業は会社として、総額1,100万

円の義捐金を寄付しています。

KTIの社会貢献活動
◎KTI教育財団

インドネシアのKTI（クタイ・ティンバ

ー・インドネシア）は、創立30周年事業

として2000年に、KTI教育財団を設立。

東カリマンタン州スブル地区、東ジャワ

州プロボリンゴ・クルチル地区の小・中

学生を対象に、奨学金を授与しています。

2001年は小学生40名に対し11.5百万

ルピアを支給しましたが、2004年は小

学生74名、中学生29名に対し46.2百

万ルピアと、人数・支給額とも大幅に増

加しました。今後は毎年KTIの利益の一

定率をKTI教育財団へ寄付する予定です。

林野庁からの依頼を受けて平成14年度から住友

林業が協力している海外技術研修に、講師として

参加しました。研修は2004年11月10日、八王

子の森林技術総合研修所で講師を担当する私と研

修生、通訳の方というメンバーで行われました。

講義内容は当社の森林経営について、社有林の歴

史から具体的事業内容を資料を交えながら解説。

特に群状択伐施業、GIS（地理情報システム）や

GPS（全地球測位システム）を使った森林経営の

IT化などについて興味をもった様子でした。

また、研修生からは森林経営の収益に関する質問

や、社有林の管理人員数などについて具体的な質

問が出ました。

どこの国の研修生もとても熱心で、当初は「説明

する」だけの研修だと考えていましたが、こうし

た機会を得たことで知見が広がり良い体験ができ

たと思っています。

JICAに協力し、海外から来た研修生に
住友林業の森林経営について解説しました。

山林部
野口稔弘

V O I C E

シアマンギウムの苗木を3,000本寄付

しました。今回寄贈した苗木は、主に道

路沿いの街路樹として植えられました。

ソロ市は町創立260周年記念事業とし

て、町の緑化運動を実施しています。今

回の寄贈に対してRPI社はソロ市長より

表彰状を授与されました。

RPIの緑化協力を報道する地元紙
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常務執行役員（環境担当）

金井 英夫

住友林業�
経営理念�
行動指針�
環境理念�
環境方針�

工場�研究所�

オフィス�

リユース、リサイクル�
木材・建材事業�

住宅事業�

緑化・�
アグリ事業�

保続林業�

山林事業�
生態系維持�

生物多様性保護�

次世代省エネ住宅�

環境配慮型住宅�

間伐材利用�

国産材利用促進�

原材料�

資源�

使用�

木材資源のサステナブル�

CO2の吸収�

木材資源のサステナブル�

CO2の削減�

水源涵養�

これからの省資源循環型社会に向けて
2005年は京都議定書が発効し、地球温暖化を招く温室効果ガスの排出削減が人類共通の目標

として位置づけられた歴史的な年となりました。これからは企業の環境に対する行動がこれ

まで以上に注目され、企業は従来のエネルギー・物質消費型社会から、省エネルギー・省資

源を徹底する循環型社会への急速な転換が迫られます。

私たち住友林業グループでは300年以上にわたって「木」を事業の根幹としています。木は

光合成によってCO2と水からつくられ、再生産、再利用が可能なサステナブルな素材です。

現在の科学技術では一度大気の中に放出されたCO2を効率よく吸収することはできません。

私たちにできるもっとも確実な方法は木を植えることなのです。そして木を切ったら再び植

林し、切った木は効率よく長く使うこと、これが私たちの事業の基本です。

住友林業グループは植林から伐採、加工・流通、住宅建設およびリサイクル事業までのすべ

ての段階に関与していますが、扱う素材が「環境にやさしい」だけでは十分ではありません。

循環型社会の実現のためには、今まで以上に地域の経済活性化と環境保護を図りつつ森林の

育成を行い、資源とエネルギーのむだを排除した生産・加工システムへと改善し、効率的な

住宅材料流通網を構築する必要があります。さらに徹底した廃棄物の分別収集により3R

（Reduce、Reuse、Recycle）を励行しゼロエミッションを実現しなければなりません。これら

はいずれも重要な課題ですが、既存の事業やシステムの見直しと、計画の立案、実行、効果

の検証、改善策の立案と実施のPDCAサイクルにしたがって着実に進めます。

これからの時代は住友林業グループが培ってきた環境に関するノウハウを積極的に新事業へ

展開するよい機会でもあります。ニーズに合った事業をお客様と一緒につくり上げていきた

いと考えておりますので、ご要望、ご提案を積極的に受け止めお役に立つ所存です。
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環境ビジョン
木を植え育てること。むだなく利用し長く使うこと。リサイクル・リユースを進めること。

その営みを通して、住友林業グループはサステナブルな社会の実現に貢献します。

環境報告

サステナブルな社会の
実現のために

住友林業グループは、森林経営、木材・

建材の製造および流通、木造注文住宅

の建設・販売、緑化事業など、社会の基

盤づくりに関わる事業を展開していま

す。私たちはその中で、自然循環系で唯

一再生可能な資源である木材を取り扱い

ます。その木材を上手にそして大切に利

用することが、サステナブルな社会を実

現するためのひとつの手段と考えていま

す。将来の世代も含めたすべての人と生

物が幸せに暮らせる環境を実現するため

に、木材資源とその機能を最大限に活用

することを通じてサステナブルな社会を

つくり上げること、それが私たちの目標

です。

CO2の削減と吸収

地球温暖化の防止は、企業そして個人が

責任をもって取り組む重要なテーマで

す。私たちは、京都議定書の目標達成を

企業市民としての責任と考え、まず自ら

の事業にともなう電力や燃料の消費を抑

え、CO2排出量の削減に取り組んでい

ます。さらに、燃料チップなどバイオマ

ス（エネルギー）の利用に取り組むこと

で、化石燃料の消費抑制を図ります。ま

た、私たちがお客様に提供する住宅を、

CO2の排出が少ない社会をつくるため

の重要な要素と位置づけ、住宅の高断熱

化を図るとともに、太陽光発電や燃料電

池などの最新技術を活用した省エネ住宅

の提供を進めます。住友林業はこれら一

連の活動を通じて、CO2の削減をめざ

します。

木材資源のサステナブル

私たちは、国内・海外を問わず適正に管

理された森林から木材を調達します。森

林から計画的に木材を切り出すことで、

地域の経済と環境の持続的な発展に寄与

します。また、使う木を自らの手で植え

る植林事業も積極的に行っていきます。

森林から切り出した木材は、私たちが培

ってきたノウハウでむだなく有効に利用

します。木は1,000年以上使うことが

できる素材です。その木を活かす木造住

宅では、ストック重視に転換する新しい

構法の開発やメンテナンスを通じて、住

宅のロングライフ化を進めます。私たち

は、これらの事業を推進することで、木

材資源のサステナブルを確立します。

環境理念・環境方針

住友林業は森を育てる実体験を通じて、再生可能な資源としての木の素晴らしさと自然の恵みの大切さを

学びました。地球の環境を守るという21世紀の重大なテーマに、自然を愛する企業として環境への影響を
認識し、環境保全と調和のとれた活力ある企業活動によって社会に貢献します。�

環境理念�

住友林業株式会社は、その経営理念並びに環境理念を踏まえ、各々の業務を通じて、地球・国土の自然環境、社会・生活環境の�

維持・改善に積極的に関与し、持続可能な社会の形成に貢献するために下記の事項を念頭において事業活動を行う。�

この方針は公開するとともに全ての従業員に�

周知徹底する。�

1 2 3

4

当社の製品及び事業活動に適用される法規
及び規則等を熟知し、それらの要求事項を
遵守する。また、必要に応じ当社の自主基
準を定め、それを遵守する。�

環境管理システムの継続的な改善を図るた
めに、環境目的及び目標を設定するととも
に、少なくとも1年に1回見直しをする。�

持続可能な社会の形成に資する事業活動に

積極的に取り組む。�
①国内、国外における森林育成事業を推進し、森

林資源の涵養、温暖化防止等の森林の果たす諸

機能を維持・向上させ自然環境保全と事業活動

の調和を追及する。�
②資源利用、製造から使用、廃棄までのライフサイ

クルを考慮した商品の流通を目指す。�

③住宅及び製品の開発、設計、生産活動において

リサイクル、リユースを考慮し、環境保全、資源保

護、再生産にすぐれた資源、資材の導入に努める

と同時にエネルギー効率にすぐれ、環境保全に

すぐれた資源利用技術を採用する。�

当社の住宅、製品及び事業活動において�
環境への直接影響、間接影響を適正に評�
価し、必要な対策を実施することにより汚�
染の予防を図るとともに環境負荷の低減�
に努める。�
①住宅、製品及び事業活動のすべての段階で�

環境負荷の低減に努める。�

②廃棄物の削減・適正処理、製品のリサイクル、�

リユースの向上に努める。�

③環境負荷の低減或いは環境貢献の推進が生

産性の向上や生産コストの削減等に結びつき競

争力の強化にもなる事を認識する。�

環境方針�

環
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事業活動とCO2収支
グループの国内事業活動で排出するCO2量の約2.5倍相当量を社有林で吸収しています。

住友林業グループ全拠点からのCO2排出量を集計し、その削減に取り組んでいます。

環境報告

社有林によるCO2吸収
社有林のCO2吸収量 231,605t-CO2

住友林業グループが日本国内に所有する

40,497haの社有林のCO2吸収量は

2003年度で248,639t-CO2、2004年度

には231,605t-CO2に達しています。こ

れは、住友林業グループが国内事業活動

にともなって排出するCO2量の約2.5倍

に相当します。

住友林業グループは、今後も国内におけ

る森林経営を持続し、温暖化防止活動を

推進していきます。

事業活動によるCO2排出
CO2排出量（国内） 90,751t-CO2

CO2排出量（海外） 108,818t-CO2

環境意識の高まりや京都議定書の発効を

受けて、地球温暖化対策としてのCO2

排出量削減は企業市民として最優先に取

り組むべき課題です。

◎直接排出

事業者からの温室効果ガス排出量算定ガ

イドライン（環境省）に準じ、2004年

から住友林業グループ全拠点800カ所

以上（住宅展示場360カ所、海外事業

所23拠点を含む）で電気、ガソリン、

軽油、灯油、ガス等の消費量を集計する

体制を整えました。これで住友林業グル

ープのすべての①オフィス活動、②自動

車運転、③工場の生産活動から排出する

CO2を高い精度で把握することが可能

となりました。

集計の結果、2004年度は国内グループ

全体で52,319t-CO2を排出しました。

また、同様に調査した海外全事業所から

のCO2排出量は108,818t-CO2でした。

住友林業グループは、正確な排出量の把

握が可能な直接排出を削減対象として、

CO2を排出するすべての部門がその削

減に取り組みます。2005年度は集計方

法の精査と集計精度の向上に努めるとと

もに、グループ全体の売上原単位排出量

を2004年度比1％削減をめざします。

◎間接排出

2004年度の推計範囲を以下の表のとお

り、グループ内で現場施工が発生してい

住友林業社有林�
CO2吸収量�

�

0 20,00020,000 40,00040,000 60,00060,000 80,00080,000 100,000100,000

「環境・社会報告書2004」の集計範囲では�
85,596 t-CO2でした。�

231,605 t-CO2
住友林業グループ�
CO2排出量�

q  26,021
w  1,366
e 1,920
r  19,260�
t  2,489
y  1,263�
�

住宅の生産・建設部門

住宅の使用・維持・改良部門 

環境配慮型部門

部材・資材製造・加工部門�

商業・サービス部門�

管理部門�

u  30,543
i  2,947
o  4,456
!0  487

qwertyu!0 i

CO2直接排出量�
�

o

CO2間接排出量�
�38,433 t-CO2

90,751 t-CO2

52,319 t-CO2

85,596

120,000

80,000

40,000

0

年度�
2002

年度�
2004

年度�
2003

（t-CO2）

65,297

101,310
108,818

国内社有林のCO2吸収量と国内グループ事業活動によるCO2排出量

るすべての関係会社に拡大しました。推

計の結果、2004年度は38,433万 t-CO2

（2003年度と同じ集計範囲では33,277
万 t-CO2）となりました。現場施工から

の排出量把握には一般化した方法があり

ません。そこで、行政・業界団体が公表

している方法を参考に条件を設定し、推

計しています。

事業活動にともなう
CO2直接排出の削減

◎オフィス活動

グループのオフィスでは、①事務所照明

の部分消灯、②空調温度条件の見直し、

③未使用OA機器の電源OFF徹底、など

に取り組みます。

2003年度以前の推計範囲 2004年度の推計範囲

住宅本部、集合住宅本部（2×4アパ�
ート）、住友林業ツーバイフォー、住友�
林業システム住宅の住宅建設�

住宅本部、集合住宅本部（2×4アパート、RC構造物）、住友林業ツーバイフォ�
ー、住友林業システム住宅の主要部材の加工および運搬と住宅建設�
（住宅建設の現場施工に加え、主要部材（建造材・羽柄材）の加工および�
運送を追加しました）�

住友林業緑化の住宅外構・環境緑化工事・緑地メンテナンス�

スミリンサッシセンター、住協、住協ウィンテック、ノーザンテック、サンス�
テップ のサイディング・タイル工事�

住友林業緑化の住宅外構�

住友林業ホームテック、スミリンメンテナンス、住友林業ホームサービスの�
メンテナンス・リフォーム工事�

山林の収穫作業（素材生産）�

東日本・西日本・東海スミリンベーステクノの基礎工事�

住友林業グループにおけるCO2間接排出の集計範囲

グループ海外事業所CO2排出量
環
境
報
告

＊：アルパインMDF社が加わったことにより
2003年度より排出量が増加。
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◎社有車

住友林業では、2005年1月から「平成

22年度燃費基準」＋5％を達成し、さ

らに「平成17年度排出ガス基準」より

75％または50％低減した車を推奨車

（エコカー）として指定し、更新時のエ

コカー切り替えを進めています。2004
年度は対象車両の88.8％がエコカーに

なりました。

◎工場エネルギー削減

各工場ではこまめな節電等の啓発活動

のほか、

①電動リフトへの切り替え、②集塵機

へのインバーター取り付けなど省エネ

機器導入、③低燃費車両の導入、④生

産効率向上や不良品削減、などの施策

によりCO2排出を削減します。

◎海外事業所での取り組み

海外グループについては、NPIL、KTI、
RPI、アルパインMDF、ASTIの5つの工
場からの排出がほとんどです。①廃木

材の利用を進め化石燃料の消費を削

減、②メンテナンスの徹底、③生産効

率向上、などによりCO2の排出を削減

します。

現場施工にともなう
CO2間接排出の削減

◎プレカットの推進

施工に関するCO2排出削減対策として、

住友林業は、各部材のプレカット化など、

現場施工の効率化を図っています。また、

廃材利用や歩留まり向上による資源の有

効利用を図り、CO2排出量の削減を進

めています。

これまでに、構造材、羽柄材、屋根下地

材、床下地材などのプレカット化を完了

し、現在は、軒天、破風板などのプレカ

ット化を進めています。

◎物流改善

住宅には多種多様な資材・部材が使用さ

れます。また、資材や部材が使われるタ

イミングは施工手順によってだいたい決

まってきます。

これらの資材・部材は従来ばらばらに現

場に納材されていましたが、取引先と共

同でこれをいったん物流拠点に集約し、

①現場の作業タイミングに合う資材ごと

にまとめる、②複数邸分の資材を積み合

わせる、などの取り組みにより積載率向

上と現場配送回数削減を図っています。

住宅建設における
CO2排出削減

◎1990年からの変遷

住友林業の住宅建設ではプレカットの推

進をはじめ、さまざまな合理化を進めて

きました。それらの取り組みが主要構造

材の加工・輸送と現場施工で排出する

CO2にどのような影響をおよぼしてい

るか、1990年から現在までの住宅建設

からのCO2排出量の推移を推定しまし

た。各年代の主力モデル（147m2モデ

ルプラン）の標準工程から建設機械の使

用時間、作業員数、工具使用時間を推測

し、車両の燃費、排出係数からCO2排

出量を推定しました。

1990年に1棟あたり約2.77t-CO2排出

されていたのが年々減少し、現在では約

2.48t-CO2に低下しました。主要構造材

の加工・輸送で約1t-CO2、現場施工で

約1.5t-CO2のCO2を排出していること

がわかりました。

◎居住段階の排出削減対策

住宅にかかるCO2排出の7割を占める居

住段階での排出削減対策として、2005
年度から次世代省エネルギー基準を標準

仕様に設定しました。このほか、①省エ

ネ基準を達成したエ

アコン、②太陽光発

電・エコキュート等

の省エネ機器の推

奨、③燃料電池、な

どを導入しています。

居住段階での
CO2排出を削減

◎住宅LCA
住宅にかかるCO2排出量を把握するた

め、住宅のLCA（ライフサイクルアセス

メント）を実施しました。主力モデルの

「GODAI One's StoryⅡ」で、標準的な

家庭の30年間におけるCO2排出量は居

住時がもっとも多くて70.8%、施工時

は0.6%という結果＊が得られました。
＊：｢建築のライフサイクルエネルギー算出プロ

グラム｣（平成9年 建設省建築研究所）に
当社の仕様をあてはめ試算したものです。

施工時

部材 19.5%

施工時 0.6%

使用時 70.8%

改修時 
8.5%

廃棄時 0.6%

電気 
12.9%

燃料 87.1%

主力モデル「GODAI One's StoryⅡ」のLCA

GODAI One's StoryⅡ

省エネ基準達成製
品に表示される省
エネラベル

住友林業の事業活動にともなうCO2排出を、直接排出と間接排

出の両面でとらえ対策を講じています。また住宅のライフサイ

クル全体にわたるCO2排出量の調査を実施しています。

年度�
1995

年度�
1998

年度�
2001

年度�
2004

年度�
1990

■現場施工　■輸送　■主要構造材の加工�

3.5

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0

（千t）�

1.86

0.53

0.52

2.77

1.71

0.54

0.47

2.74

1.63

0.54

0.45

2.62

1.56

0.52

0.47

2.54

1.52

0.50

0.47

2.48

住宅建設における1棟あたりのCO2排出量
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持続可能な森林経営
住友林業は、永年培ってきた「保続林業」の理念のもと、

国内では社有林の維持・育成に努め、海外では植林計画を進めています。

環境報告

住友林業の社有林

住友林業の社有林は、北海道、四国、九

州、和歌山に分布しています。総面積は

40,497haで、これは国土の約1,000分

の1にあたります。社有林の内訳は49%
が人工林で、42%が天然林です。

住友林業は森林生態系への配慮から、一

斉に伐採するのではなく、森林の成長量

の範囲内で必要量だけを抜き伐りする群

状択伐施業を実施。治山治水、環境保全

に配慮した森林経営を推進しています。

社有林の公益的機能効果

森林は木材を生産するだけでなく、「公

益的機能」と呼ばれる次のような機能が

あります。

¡CO2の吸収

¡土壌浸食の防止

¡水源涵養（洪水緩和、水質浄化）

¡生物保護

¡レクリエーションの場の提供

社有林がもつこれらの評価を金額に換算

すると約1,100億円＊と試算されます。

このうち、地球温暖化の原因とされる

CO2の吸収量は、当社社有林全体でお

よそ23万 tと試算され、地球環境の保全

に大きく貢献していることがわかりま

す。（P.36参照）
＊：平成13年度「森林・林業白書」より試算し

ました。

一度に山のすべての木を伐採するのではなく、森林内を0.05～0.1haの小さな区域（群）に分け、そ
の区域ごとに植林、手入れ、伐採を実施。伐採した木材を有効活用するとともに、収穫跡地には次世
代の苗木を植林しています。

人工林
天然林
その他

22%

71%

7%

61%

35%

4%

62%
23%

15%

北海道：15,314ha

和歌山：2,260ha

四国：14,709ha

70%

21%

9%

九州：8,214ha

群�

25年生

50年生�

75年生

100年生� 植林�

保育�

伐採�

成林�

林道�

北海道・紋別の社有林「保続林業」のイメージ（群状択伐施業）

社有林分布図

人工林・天然林の比率

面積計：40,497ha

人工林 49%天然林 42%

その他
9%
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国内では、「保続林業」の考え方にISOによる森林管理、IT活用

などの最新手法をプラスして、治山治水、環境保全、森林生態

系に配慮した森林経営を行っています。

森林管理のIT化
国内に分散する森林の管理を効率的に行

うために、IT技術を活用し、GIS（地理

情報システム）、GPS（全地球測位シス

テム）を駆使した管理システムを確立し

ました。

GISは、位置や空間に関する情報をもっ

たデータ（空間データ）を総合的に管

理・加工し、視覚的に表示することで高

度な分析や迅速な判断を助ける技術で

す。また、地形図や森林調査簿による空

間解析により、施業計画の立案に役立た

せることができます。

さらに、GISにGPSデータを加えたデー

タベースを構築することで、住友林業が

保有する膨大な量の森林を「小班」と呼

ぶ単位ごとに場所、面積、樹種、立木
りゅうぼく

本数などの情報を管理することができる

ようになりました。

ISOによる森林管理
住友林業は、社有林の環境管理のために

ISO14001による環境マネジメントシス

テムを構築し、山林事業では国内で初め

て認証取得しました。森林が環境に与え

る影響評価を毎年行い、環境負荷を減ら

すための目標を立てそれを実行すること

で、環境に配慮した森林経営を継続的に

行っています。

たとえば、周辺の生態系への影響が大き

い林道の開設にあたっては、設計段階か

ら環境影響評価を行い、施工中も定期的

に現場確認を行うことにより、水系環境

への影響を最小限に抑える方法を採用し

ています。

また、木材収穫事業の実行にあたっては、

保安林などの法的な制限の有無をチェッ

クし、必要な届出を行っています。

間伐材を有効利用

木材は再生することができる数少ない資

源です。住友林業は「保続林業」の理念

のもと、健全な森を育てるうえで欠かせ

ない間伐で発生する間伐材を「きづれパ

ネル」「スーパーサイプレス」などの建

材として活用。貴重な森林資源を大切に

利用しながら、環境に配慮した森林経営

を行っています。

◎間伐材を報告書に使用

間伐材利用促進策の一環として「間伐材

印刷用紙」が開発されました。これは、

再生古紙90%に間伐材パルプ10%を混

ぜたもので、エコマーク認定に加え間伐

材マークの認定を受けています。住友林

業は、2004年版から

報告書の用紙として、

「間伐材印刷用紙」を

採用しています。

GPSを用いた計測

紋別山林のカラマツ

GISによる空間解析

森林が吸収するCO2は、森林（樹木）が太陽の光とCO2と水からつく

り出した「幹、枝、根、葉」の量から算定します。

住友林業では、植林してから当社が定めた年数が経過すると、植林し

た木の幹の部分がどのくらいの体積があるかを管理しています。具体的には、実際に

樹木の太さ、高さ、本数を測り、定められた計算式によって幹の体積＝立木材積
りゅうぼくざいせき

を計

算します。

一度調査を行うと、以後は調査結果から算出した立木材積に成長関数をあてはめ、1
年間の成長量を算出しています。なお、成長関数は、樹種、年数、地域、人工林・天然

林の違いなどで異なります。

公表している年間CO2吸収量は、1年間に成長した幹の量に係数をかけ、「幹、枝、根、

葉」を含めた森林（樹木）の成長量を求め、その成長量から算出しています。

森林のCO2吸収量は
どうやって計算しているのでしょうか？Q

A

北海道紋別社有林の
カラマツ材を住宅部材に

カラマツ材は強度がありながら若齢期に

は暴れやすいため、これまでは住宅用部

材としてあまり使われていませんでし

た。しかし乾燥技術の向上により、集成

材として品質的に問題のない建築材にす

ることに成功。これにより、伐期を迎え

た紋別社有林のカラマツ材を本格利用で

きるようになりました。

環
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持続可能な森林経営
環境報告

海外植林事業

インドネシア

◎KTIの植林事業
KTIの植林総本数 358万4千本

ジャカルタに本社を置くKTI（クタイ・

ティンバー・インドネシア）は、合板・

二次加工板・木材加工品の製造・販売を

行っています。同社では、森林の多面的

重要性を認識し、植林事業と植林木の有

効利用をめざして以下の取り組みを行っ

ています。

¡これまで価値の低かった樹種を利用し

た住宅部材の開発

¡地域住民、企業、大学、地方自治体と

の植林共同事業規模を拡大

¡新規早生樹種の植栽試験や優良木の選

抜を実施

2004年度までの累計植林本数は約358
万4千本となり、2003年度より約103
万本増加しました。

同社では、植栽に適さない川沿いや尾根、

ニュージーランド

オーストラリア

ワイカンバス国立公園=�
ODA無償植林事業：�
植林総本数613,000本�

RPI=�
植林総本数916,400本�
KTI=�
植林総本数3,584,300本�

NPIL=�
植林面積3,500ha

アルパインMDFは�
COC認証取得�

KTIはCOC認証取得�

スマトラ島� カリマンタン島�

インドネシア

スブル=熱帯林再生プロジェクト：植林総本数738,000本�

広葉樹（環境植林）�

広葉樹（産業植林事業）�

針葉樹（産業植林事業）�

海外の住友林業グループの植林状況

KTIの植林

2000年まで

2001年�

2002年

2003年�

2004年

合計�

年度� 本数�

253,000本

833,000本

535,000本

931,000本

1,032,300本

3,584,300本�

RPIの植林

急傾斜地などの土地で、環境保護を目的

とした長寿命樹種の植栽試験にも取り組

んでいます。

◎KTIがCOC認証取得

KTIでは、FSC森林認証を受けた森林か

ら切り出された認証材を適正管理して使

用していることを認証するCOC認証

を、2005年1月に取得しました。

◎RPIの植林事業
RPIの植林総本数 91万6千本

パーティクルボードの製造・販売を行っ

ているRPI（リンバ・パーティクル・イ

ンドネシア）は、地域農民の経済的発展

と原材料安定確保のため、2002年から

地域の農民と共同で植林を開始しまし

た。RPIが育てた成長の速い樹種の苗を

無料で提供し、伐採時の木材もRPIが買

い取りを保証しています。

2004年度までの実績は、植林地面積

231ha、累計植栽本数約92万本となり

ました。RPIは最終的な植林地面積を

1,000haまで広げる計画です。

2002年�

2003年�

2004年

合計�

年度� 本数�

188,300本

241,100本

487,000本

916,400本�

ニュージーランド

◎NPILの持続可能な森林経営
NPILの植林面積 約3,500ha

NPIL（ネルソン・パイン・インダストリ

ーズ）は、ニュージーランドでMDF、

LVLを製造しています。同社は、工場から

半径60km圏内に約3,500haの社有林を

保有し、伐採量と同じ広さの植林を計画

的に行うことで森林を持続的に管理して

います。

製品づくりにあたっても、計画的に植林

されたマツ科の針葉樹・ラジアータパイ

ンだけを原料として採用。収穫したラジ

アータパインの丸太のうち、比較的太く

てまっすぐな部分はLVLの原料に、曲が

った部分や細い部分、短い部分はMDF
の原料にと、木材に合わせて有効活用し

ています。樹皮や製造工程で発生する不

良品も、廃棄するのではなく燃料として

利用するなど、木材の有効利用と資源保

護を追求しています。

オーストラリア

◎アルパインMDFがCOC認証取得

オーストラリア南東部ワンガラッタのア

ルパインMDFは、MDFの製造・販売を

行っています。同社では仕入先のHVP社

がFSC森林認証を受けたことにともな

い、2004年9月にCOC認証を取得しま

した。期間は5年で、その後更新を予定

しています。

RPIの苗畑

環
境
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CDM（Clean Development Mechanism クリーン開発メカニズム）
先進国の資金・技術を使って途上国で温室効果ガスの排出削減（吸

収）につながる事業を実施し、その事業から生じる削減量（吸収量）

の全部または一部を先進国が排出権クレジットとして獲得する制度です。

COC（Chain-Of-Custody 管理の鎖）
「適正な森林管理」による認証材を使った製品の製造・加工・流通工程で、認証材以

外の材が混入しないよう管理していることを認証する制度です。

FSC（Forest Stewardship Council 森林管理協議会）森林認証
非営利・非政府の国際組織FSCが掲げる「森林管理のためのFSCの10原則と基準」

に基づき、適正管理された森林を認証する制度です。FSCとは別に、日本では「緑

の循環認証会議（SGEC：Sustainable Green Ecosystem Council）」が行う森林認証制

度があります。

LVL（Laminated Veneer Lumber 単板積層材）
切削した単板を繊維方向と平行に積層接着した建築用材で、木材の天然素材として

の良さを活かしながら、①安定した強度、②割れや狂いの発生も少ない、という長

所をもちます。LVLは、主に構造物の耐力部材として使用されています。

MDF（Medium Density Fiberboard 中密度繊維板）
木材を繊維化し、接着剤を添加して熱圧成型したもので、加工性、強度、安定性に

優れています。通常、原木から木材を生産する場合65～70%程度しか製品になりま

せんが、MDFは小径木や曲がった部分なども原料にするため、原木のほぼ100%を

製品化できます。

パーティクルボード（Particle Board）
木材を細かく粉砕し接着剤で固めた木質材です。街路樹剪定枝や他の木工工場から

出る廃木材などの利用が可能です。植林木を利用する場合も、①伐採年数を任意に

選べる、②樹皮・枝も利用できむだがない、などのメリットがあります。
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海外では、生産段階で木材資源の有効利用を図るとともに、イ

ンドネシア、ニュージーランドで植林事業を進めています。また、

地域社会の経済や生活に役立つ林業を研究し実践しています。

木材の種類や森林管理などに関係する
用語について説明してください。

CDM調査事業
住友林業は、1999年以来6年連続で環

境省のCDM調査事業を受託していま

す。2004年度は、「地域住民と共同で

行うCDM植林と小規模CDM植林事業

の比較検討」をテーマにインドネシア東

ジャワ州で調査を行いました。

住友林業がCDMに取り組むのは、木材

確保、排出権クレジット獲得・販売とい

う目的のほか、収入増加・雇用促進など

地域社会の経済や生活面への貢献が大き

な要素を占めています。こうしたことか

ら住友林業は、地域住民と共同で行う

CDM植林の事業化を検討しています。

ODA無償植林事業
インドネシア・スマトラ島ランポン州の

ワイカンバス国立公園では、森林火災に

より360haの森が失われました。住友

林業は、日本で初めての植林を目的とし

たODA（政府開発援助）事業として

2001年5月より植林

プロジェクトへの取

り組みを開始。当社

が1991年からイン

ドネシア東カリマン

タン州スブルで実施

した熱帯林再生プロ

ジェクトの育苗技術を活用し、2004年

3月までに在来樹種61万3,000本の植

栽を完了しました。事業完了1年後に調

査を行った結果、シカに新芽を食べられ

た木や、雑草に覆われ成長が遅れている

木も見られましたが、おおむね成長は順

調で枯死もほとんどありませんでした。

海外植林
コンサルタント契約

住友林業は、三井住友海上火災保険（株）

が、2005年4月から6年間インドネシ

アで行う環境植林について、プランニン

グから植林までのコンサルタント事業を

受注しました。

植林対象地域は、ジャワ島ジョグジャカ

ルタ特別州のパリヤン野生動物保護林内

の約300ha（東京ドーム約60個分）。不

法伐採で荒れ地となっているこの地で、

¡パリヤン野生動物保護林周辺の自然災

害の防止、水源涵養、動物成育場所の

確保という本来の森林機能の回復

¡伐採を行わない、地域住民と共存でき

る「森林の再生」

をテーマに、熱帯林減少問題の改善に取

り組みます。

2005年3月の生育状況2003年12月の生育状況

植栽試験地での植林作業の様子

Q

A 環
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木材資源の有効活用
間伐材や国産スギ材を利用した製品を開発・提供し、国産材の利用を促進しています。

また、1950年代後半より、木材チップの流通事業に取り組んでいます。

環境報告

壁下地材「きづれパネル」

住友林業は、主として国産のスギ材など

を格子状に組み、高い強度と通気性を実

現する壁下地材「きづれパネル」を提供し

ています。「きづれパネル」は、これまで

あまり利用されなかった製材時に出る端

材や間伐材などの小径木を原材料とし、

国産材の利用振興にも寄与しています。

◎2004年度の実績
使用枚数 660,919枚

間伐面積（試算値） 約945ha

「スーパーサイプレス」出荷実績

「きづれパネル」間伐面積と使用枚数

「スーパーサイプレス」を使用しました。

また、住友林業の社有林の実績に基づい

て間伐面積に換算すると約1,430haと

なり、東京ドーム約310個分の間伐に

相当します。

構造用木材乾燥システム
MIZDAS（ミズダス）
構造用として使用されるスギ・ヒノキな

どの樹芯をもつ角材は、一般的に乾燥中

に割れが生じやすく、20%程度の基準

外製品が発生します。特にスギ材は、ほ

かの樹種に比べて水分が多く、多大なエ

ネルギーを使用して乾燥していました。

住友林業・筑波研究所は、独自の技術を

駆使することで、乾燥時間を短縮しても

割れが少ない木材乾燥システムMIZDAS
を開発しました。

◎MIZDASの効果

乾燥時間　　　　　　　　　　75％短縮

乾燥エネルギー　　　　　　　50％削減

MIZDASは、①乾燥時間は従来の約4分

の1、②乾燥に要するエネルギーは従来

の約2分の1、③変色・内部割れ防止、

④乾燥後の含水率15%以下、という優

れた生産性と省エネルギー性をもってい

スーパーサイプレス

2004年度の「きづれパネル」使用枚数

は、660,919枚でした。「きづれパネル」

に使用したスギ材を、住友林業の社有林

の実績に基づいて間伐面積に換算すると

約945haとなり、東京ドーム約201個

分の間伐に相当します。

ヒノキEW（集成材）
「スーパーサイプレス」

法隆寺を1,300年支え続けた木として

知られるヒノキは、耐久性、強度、防

腐・防蟻性などに優れ、古くから最高の

2002年度� 2004年度�2003年度�

3,000
面積（ha）�

2,000

1,00

0

30,000

20,000

10,000

0

1,430

間伐面積� 使用枚数�

28,131

28.457

22,375

（m3）�

1,800 1,820

構造材とされてきました。ヒノキEW
「スーパーサイプレス」は、ヒノキを構

造用集成材の素材に用いることで、ヒノ

キのもつ風合いはそのままに、無垢材を

上回る高精度化、高強度化を達成しまし

た。また、比較的直径の小さな丸太や短

尺丸太など従来未利用だった資材を、原

料として有効活用しています。

◎2004年度の実績
使用量 22,375m3

間伐面積（試算値） 約1,430ha

2002年度以降、主力商品「GODAI

One's Story」「GODAI One's Story Ⅱ」

などで「スーパーサイプレス」を標準採

用しています。2004年度は105角m3柱

約67万6千本に相当する22,375m3の

1,500
面積（ha）

1,000

500

0

650,000

500,000

350,000

0

700

945492,000

643,572

660,919

920

2002年度� 2004年度�2003年度�
間伐面積� 使用枚数�

（枚）�

日本は昭和30年前後、産業用の植林を進めた結果、人工林が全森林

面積の半分を占めるほどになりました。しかしその後、安い外国産

材の輸入自由化などにより、国内の林業は不振となり、間伐や枝打

ちなどの手入れが行き届かなくなりました。このような林では、地面に陽が入らず

下草が生えない、木が細く病虫害に弱くなる、根が細り土や水を保持する力が小さ

くなるなど、山全体だけでなく、周辺環境まで悪化させます。

山林には雨水を溜め込んだり、土壌の流出を防いだり、いろいろな生物を養うなど

大切な働きがあります。国産材の利用をすすめることで、日本の人工林に管理の手

が入り、山はその価値を高めるのです。また、しっかりした管理をすることで、

木々が活性化し、地球温暖化の原因である二酸化炭素の吸収も促進されます。

日本人は昔から木を利用し、森と共存してきました。国産材をたくさん使うことで、

日本のすぐれた木の文化を継承することにもなるのです。

国産材を使うと、
なぜ環境に良いのですか？Q

A
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住友林業では、「きづれパネル」や「スーパーサイプレス」を

標準部材化することで、国産材利用促進に加え、お客様に耐震

性・耐久性のある製品を提供しています。

「きづれパネル」は、幅55mmのスギ材を斜め45度に格子状に接着

し、パネル形状にした通気耐力面材です。耐久性に優れ、耐力壁加

力実験では、9mm厚の合板との比較で

1.3倍の高い剛性が確認されています。耐震性の面では、

地震動に近い動的試験と静加力実験で合板より30％高

い壁振動4.6を記録（筑波研究所調べ）。阪神・淡路大

震災の揺れに相当する震度7にも耐えうる強度を備えて

います。また、①湿気に強い、②通気性を確保して壁

内部での結露を抑える、③一部が破損しても急激な耐

力低下が起こらない、④軽量で加工・配管しやすく施

工性に優れている、など合板にない特長があります。

ます。また実証試験の結果、従来20%
程度発生していた基準外製品を5%程度

に低減する効果も確認されました。

◎2004年度の実績
出荷数 12,317m3

2004年度は12,317m3を出荷しました。

これは105角m3柱換算で37万2千本分

にあたります。

合板に国産材利用を促進

住友林業クレスト小松島事業所は、南洋

材から針葉樹へと合板の原料の転換を図

りました。南洋材に比べ含水率の比重が

高い針葉樹材の乾燥には、従来のドライ

ヤーでは不十分なため新たにドイツ製の

最新鋭機を設置。これにより、これまで

は乾燥が難しいとされていた国産スギ材

投入量を現状より1.8倍増やし、国産材

の有効利用を図りました。

木材チップ事業

木材の生産では、製材過程で原木に対し

て20～25%が端材として発生します。

また、木造家屋を解体する際にも大量の

廃木材が発生します。これらの廃木材は

チップ化することで、製紙原料、木質繊

維板原料、燃料として、効率よく利用す

ることができます。

◎廃木材リサイクル促進

当社木材チップ 約297千m3

住友林業は、木材流通事業で培ったネッ

トワークを活かし、廃木材リサイクル推

進に寄与しています。近年では「建設リ

サイクル法」の施行にともない建設系産

業廃棄物の木くずが増大し、木材チップ

流通事業の重要性が増しています。住友

林業は木材チップの流通事業を通じて、

木材資源の有効利用を促進します。

◎2004年度の実績
解体系由来：原料用途 約161千m3

解体系由来：燃料用途 約136千m3

製材工場由来 約391千m3

2004年度は、解体系由来の原料用木材

チップを約161千m3、燃料用木材チッ

プを約136千m3取り扱いました。この

燃料用木材チップの熱量を石油に換算す

ると約7万3千kRに相当します＊。また、

製材工場から排出した木材チップは約

391千m3でした。

＊：「バイオマス・ハンドブック」（（社）日本
エネルギー協会）を参考に試算しました。

NPIL社のMDF、LVL
◎環境に配慮されたMDF

2004年度のMDF生産量 約320千m3

ニュージーランドのNPIL（ネルソン・パ

イン・インダストリーズ）は、シックハ

ウス対策としてホルムアルデヒドなどの

揮発性有機化合物（VOC）の発生を抑

えたMDFを製造し、施工後の室内環境

の保全に寄与しています。

この取り組みにより同社のMDFは日本

のエコマークの認定を受け、さらにグリ

ーン購入法特定調達品目の基準に適合し

ています。

◎「GODAI One's StoryⅡ」でLVLを使用

住友林業は、2004年2月に販売を開始

した主力商品「GODAI One's StoryⅡ」

の屋根タルキ（屋根の下地板を支える角

材）にNPIL製のLVLを採用。現在では全

製品の小屋組材（屋根を構成する角材）

にLVLを使用しています。

アルパインのMDF
2004年度のMDF生産量 約130千m3

オーストラリアのアルパインMDF社で

は、2004年度は約130千m3のMDFを

生産しました。

「きづれパネル」は合板と比べて
どのくらい優れているのですか？

391,042

解体系由来：燃料用途�

135,796

解体系由来：原料用途�
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製材工場由来�
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居住者のための環境配慮
住友林業では、お客様のライフスタイルや社会の要請に合った環境配慮型住宅、

省エネルギー機器、環境配慮型サービスを提供しています。

環境報告

細部にまで配慮されたシックレスハウス

F☆☆☆☆：合板・繊維板類のホルムアルデヒド放出量を表すために、JIS（日本工業規格）、JAS（日本農林規格）

が定めた等級。F☆からF☆☆☆☆まであり、F☆☆☆☆がもっともホルムアルデヒド放出量が少ない。

●洗面化粧台：F☆☆☆☆�

●木部処理：非有機リン系防腐・防蟻薬剤�

●土壌処理：非有機リン系防蟻薬剤�

●シュテムニート：F☆☆☆☆�

●玄関キャビネット：F☆☆☆☆�

●畳：発泡ポリスチレンフォームを
 含まない畳床�

●押入棚板：F☆☆☆☆
　　　内壁：化粧石膏ボード
　　　またはF☆☆☆☆合板�

●壁クロス：非塩化ビニル
　接着剤：F☆☆☆☆�

●和室壁：新ジュラク塗
　　　　 ゼロホルムアルデヒド�

●システムキッチン：F☆☆☆☆�

●フロア材：F☆☆☆☆
　フロア材施工用接着剤：F☆☆☆☆
　床下材：F☆☆☆☆�

●Box収納：F☆☆☆☆�

●建具：F☆☆☆☆�

ビッグフレーム構法
による長寿命住宅を開発

欧米に比べ日本の住宅寿命は短いとされ

ています。この問題へのひとつの解決策

として住友林業は、通し柱を必要としな

い「ビッグフレーム構法（木質梁勝ちラ

ーメン構造）」を開発し、国内で初めて

国土交通大臣の認定を受けました。

ラーメン構造は梁と柱を剛接続した骨組

みで、鉄骨造や鉄筋コンクリート構造に

多く用いられています。住友林業は、こ

の構法のもつ構造的メリットを活かすこ

とで設計自由度を高め、長期にわたって

住み継がれる住宅を提供していきたいと

考えています。

◎ビッグフレーム構法

通常の軸組工法は、垂直加重（建物自重

など）を柱と梁で支え、水平加重（地震

などの横揺れ）を耐力壁で支えます。そ

れに対して「ビッグフレーム構法（木質

梁勝ちラーメン構造）」は、垂直加重と

水平加重を柱と梁で支える構法です。従

来の住宅に比べ耐力壁が少なくてすむた

め、間取りの自由度が向上するだけでな

く、将来の大規模な間取り変更にも対応

します。

◎「プラウディオ：BF」

住友林業は「ビッグフレーム構法」を採

用した3階建て住宅「プラウディオ：BF」

を発売。2世代、3世代にわたって住み

続けられる良質な資産としての住まいを

お届けしています。

安全・安心の提供

住友林業は、お客様の安全を守るため、

より環境負荷の少ない原材料、資材を住

宅に使用しています。

◎シックハウス症候群対策

建材や壁紙接着剤などから放出されるホ

ルムアルデヒドが原因とされるシックハ

ウス症候群を防止するため、建材、壁紙

接着剤などに、ホルムアルデヒド放散量

がもっとも少ないF☆☆☆☆製品を標準

採用しています。

◎塩化ビニル

焼却処分時に有害なダイオキシンを発生

する可能性がある塩化ビニルを、壁紙、

建具化粧シートなどの内装材から大幅に

削減しています。

◎アスベスト

屋根材（スレート）は、発ガン性のある

アスベスト（石綿）を含まない製品にす

べて切り替え、アスベストを廃止してい

ます。

長寿命の家づくりへ�

スクラップ&ビルドの�
家づくりから�

スケルトンインフィルの発想と�
リフォームを見据えた高い可変性�

木の風合いと上質感を活かしながら�
高耐久を実現�

2世代、3世代にわたって住み続けられる�
良質な住まい�

ビッグフレーム構法の構造� 「プラウディオ：BF」�
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◎筑波研究所に実験棟を設置

環境共生住宅への取り組みとして、住

友林業・筑波研究所敷地内に環境共生

住宅実験棟を建設。「涼温房」をキー

ワードに、自然エネルギーを利用した

快適な住まいの研究を行っています。

省エネルギー住宅

◎次世代省エネルギー基準に標準対応

四季の寒暖差がはっきりしている日本で

快適に暮らすためには、夏は外気を遮断

し、冬は室内の暖気を外に逃がさないよ

う家全体を断熱することが重要です。

「住友林業の家」は断熱性と気密性を高

め、すべて次世代省エネルギー基準に標

準対応。住宅のエネルギー消費にともな

うCO2排出を抑え、地球温暖化防止に

大きく貢献します。

◎太陽光発電システム

屋根瓦の美しさを追求した太陽光発電シ

ステムの屋根材をオプション設定し、普

及に努めています。

◎エコキュート（電気給湯器）

家庭の消費エネルギーの約3割を占める

給湯の省エネルギーに向け、深夜電力を

利用したエコキュートを推奨していま

す。

◎家庭用燃料電池

2005年2月に家庭用燃料電池が市場導

入されたのを受け、「家庭用燃料電池コ

ージェネレーションシステム」の取り扱

いを開始しました。対象地域は東京・神

奈川・千葉・埼玉で、すべてリース契約

となります。

環境共生住宅

住友林業は、（財）建築環境・省エネル

ギー機構の「環境共生住宅」認定制度に

おいて、「資源の高度有効利用型」と

「健康快適・安全安心型」の区分で、環

境共生住宅システム供給型認定を受けて

います。

◎開発コンセプト

以下のコンセプトに基づき、オリジナリ

ティあふれる環境共生住宅を開発してい

ます。

¡省エネルギー性（次世代省エネルギ

ー基準）

¡耐久性能（住宅金融公庫基準金利の

耐久性能基準）

¡雨水の地下浸透、緑化、街並・景観

の向上への配慮

¡良好な室内空気質を確保するため、

材料質を制限

¡住宅の性能保証や維持管理に関する

アフターサービスの充実

¡木材のプレカットおよび部品化供給

による木材資源の有効活用

冷気�

棟換気�

冷気�

冷気�

床下換気�

地面からの照り返し�

太陽光線�
（紫外線・熱線）�

断熱材� 暑い外気�

※�

夏の遮熱効果

夏は爽やかに

暖気�

暖気�

暖気�
暖気�

棟換気�

床下換気�

地面からの冷気�

冷たい外気�
断熱材�

※�

冬の断熱効果

冬は暖かく

都市�
ガス�

電気�

お湯�

照明�

照明�

床暖房�

給湯�

エアコン�

ホットドライ�

風呂�

シャワー�

床暖房�

電気�
給湯�
暖房�

貯湯�
ユニット�

燃料電池�
ユニット�

家庭用燃料電池コージェネレーションシステム

お客様が快適に、安心して暮らしていただけるよう、次世代省

エネルギー基準に標準対応させているほか、環境負荷の少ない

原材料、資材を使用しています。

環境共生住宅の実験棟
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事業活動における環境保全
住宅施工にともなう建築廃棄物のリデュース、リユース、リサイクルに取り組んでいます。

同時に、産業廃棄物の処理状況を実地調査し検証しています。

環境報告

現場�

現場�

プレカット工場�

指定解体工事店�

リユース材�
新築現場�

リサイクル製品の利用促進/グリーン調達�

解体現場�

中間処理工場
106社�

収集運搬�
事業者�

リサイクル�
メーカー�

建築廃棄物の適正処理

住友林業は、廃棄物対策として建設廃棄

物のリデュース（抑制）、リユース（再

利用）、リサイクル（再生利用）に取り

組んでいます。

¡リデュース：プレカット加工の導入に

より、建築現場に廃棄物を持ち込まな

い手法をすでに確立

¡リユース：回収・再利用可能な資材の

種類の見直しを図る

¡リサイクル：「建設副産物リサイクル

プロジェクト」を結成し、木くずリサ

イクルシステムを構築

こうした取り組みにより、2004年度の

木くずリサイクル率は、新築系で84％、

解体系で89%となりました。

2005年度は、新築系および解体系につ

いてリサイクルルートを確立し、解体系

においては国が掲げる2010年＝リサイ

クル率95%を、5年早く達成する予定で

す。

木くずリサイクル
システムを構築

木くずは「建設リサイクル法」で特定資

材に指定されていますが、対象となる新

築工事が延床面積500m2以上となって

いるため、当社の大半の物件はリサイク

ル義務の対象とはなりません。

住友林業は、物件がリサイクル義務の対

象外であっても木くずリサイクルの重要

性を認識し、独自に木くずのリサイクル

ルートを構築しています。

◎新築系リサイクルルート

新築系木くずリサイクル率 84％

端材が適正にリサイクルされるよう、透

明性の高いリサイクルルートを設定して

います。リサイクル用の木くずは収集運

搬業者に回収され、中間処理工場に持ち

込まれチップ化されます。また、プレカ

ット工場で発生する端材についてもこの

ルートを活用してリサイクルします。

2004年度は、84%の木くずを指定ルー

トでリサイクルしました。

◎解体系リサイクルルート

解体系木くずリサイクル率　　　　89％

解体系木くずのリサイクルにあたって

は、解体業者が住友林業の指定した中間

処理工場に木くずを持ち込み、チップ化

され、決められたリサイクルメーカーへ

納入されます。住友林業は、木くずの流

通に積極的に関与していくことによって

その処理内容を管理し、透明性の確保を

図っています。

2004年度は、89%の木くずを指定リサ

イクルルートでリサイクルしました。

工事現場での廃棄物抑制

◎新築系工事現場

プレカット率　　 ほぼ100％

住友林業は、新築工事現場における廃棄

物の発生抑制に対して種々の部材のプレ

カット化を実施し、構造材、羽柄材、屋

根下地材、内部造作材はプレカット率

100%をほぼ達成しています。また、軒

天破風材のプレカット化にも取り組んで

います。

◎解体系工事現場

住友林業は、「建設リサイクル法」施行

以前から、資源の有効利用、廃棄物の発

生抑制を目的に分別解体・リサイクルの

推進に取り組んでいます。

コンクリート（がれき類）・木くず・金

属くずなどについては再資源化の手法が

ほぼ確立していますが、瓦・ガラス・陶

磁器類・石膏ボード・その他混合物につ

いては、まだ有効な再資源化手法が確立

していません。住友林業は、廃棄物の最

終埋立量削減のために、これらの再資源

化が今後の重要な課題であるととらえて

います。

木くずリサイクルフロー

産業廃棄物処理を現地調査

住友林業は、マニフェスト伝票（産業廃棄

物管理票）で産業廃棄物を適正管理してい

ます。しかし、「委託先に任せっぱなしでは、

もはや排出業者責任は果たせない」との考

えから、産業廃棄物処理の現場を実地調査

しています。住友林業が取引している産廃

事業者は約450社。これらすべてを年間最

低2回調査します。調査は、処理委託契約を結んでいる地域の拠点担当者が

行いますが、必要に応じて住宅本部安全環境部の担当者が同行します。安全

環境部では、全国の営業部・支店に対しても年2回の調査を実施し、産業廃

棄物の適正管理状況を監査しています。

環
境
報
告
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¡産業廃棄物排出量とその内訳� ¡1棟あたりの産業廃棄物�
 排出量�

¡完工棟数�

¡産業廃棄物の�
 リサイクル利用�

注：建設廃棄物のリサイクル利用は、2001年1月当社調べ�

2002年度�

2003年度�

2004年度�

3.75t

3.69t

3.10t

40,00030,00020,00010,0000

■廃プラスチック�
■木くず�
■金属くず�
■ガラス・陶磁器くず�
■廃石膏ボード�

5,883 9,679 6,015 4,4765,502

560 1,514 3,188

3,477 9,783 6,590 5,420 3,880 5,425

1,811

6,540

2,236

6,468 5,198

673

4,911

2,564

822 2,278

36,816t

37,675t

30,400t

9,824棟�

9,817棟�

9,805棟�

■コンクリートがら�
■紙くず�
■その他混合物�

廃プラスチック 焼却して熱源�

木くず 合板・紙の材料、燃料�

金属くず 金属材料�

ガラス・陶磁器くず 未利用�

廃石膏ボード 再生利用�

紙くず 再生紙�

可燃混合物 焼却して熱源�

不燃混合物 未利用�

4,846棟�

3,067棟�

3,247棟�

33.5t

41.3t

40.29t

¡1棟あたりの産業廃棄物�
 排出量�

¡解体棟数�

¡産業廃棄物の�
 リサイクル利用�

¡産業廃棄物排出量とその内訳�

100,000 150,00050,0000

6,923

42,058 91,889

26,030 75,261

5,790 11,457675

3,465
2,984

8,405

790

1,714

80
18,044

93 756

2002年度�

2003年度�

2004年度�

注：建設廃棄物のリサイクル利用は（社）全国解体工事業団体連合会調べ�

廃プラスチック 焼却して熱源�

木くず 合板・紙の材料、燃料�

金属くず 金属材料�

廃石膏ボード 未利用�

がれき類 道路舗装下地�

瓦 未利用�

たたみ 未利用�

その他混合物 未利用�

■廃プラスチック�
■木くず�
■金属くず�
■ガラス・陶磁器くず�
■廃石膏ボード�
�

■コンクリートがら�
■紙くず�
■その他混合物�
■汚泥（廃石膏ボード）�

162,335t

134,076t

24,471 63,678

3,129

19,390

703

1,651

10,238

112 199

123,569t

新築系産業廃棄物排出量推移

化学物質の使用削減

◎揮発性有機化合物（VOC）対策

外装材の製造・加工には、接着剤や塗料

を使用します。住友林業クレスト富士事

業所（現ニチハ富士テック）では、トル

エン、キシレンを含有する塗料を毎月約

10ｔ使用していましたが、2004年9月

に廃止。少量の低公害イソシアネートを

使用しているほかは、すべて水性塗料に

切り替えました。

切り替えによるメリットとしては、①有

機溶剤健康診断の廃止、②中塗り工程の

廃止、③一般危険物取扱所から少量危険

物取扱所への格下げなどがありました。

また、切り替えにともない、設備のステ

ンレス化や冬場の凍結防止対策、塗料が

低温になった場合の粘性アップ対策など

を実施しました。

◎六価クロムの使用削減

セメントおよびセメント系固化材を使用

した改良土などから、条件によっては人

体に有害な六価クロムが土壌環境基準を

超える濃度で溶出するおそれがあること

から、2000年3月24日付の建設省技調

発第48号、建設大臣官房技術審議官通

達「セメント及びセメント系固化材の地

盤改良への使用及び改良土の再利用に関

する当面の処置について」において、改

良土の六価クロム溶出量の基準が設けら

れました。これは、公共工事が対象とさ

れていますが、当社においても環境に配

慮する観点から、対応型セメント固化材

を採用しています。

通常使用するセメントそのものにも六価

クロムが含まれていますが、地盤改良に

用いられるセメント系固化材の六価クロ

ム対応型であれば、改良土から土壌中へ

の六価クロム溶出量を軽減でき、基準値

を満たすとされています。

解体系産業廃棄物排出量推移

新築系・解体系工事現場から出る産業廃棄物を分別回収し、そ

れぞれのリサイクルルートに乗せ、マテリアルリサイクル、サ

ーマルリサイクルを行っています。

環
境
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環境技術の開発、緑化事業
木のエキスパートならではの技術と経験を生かし、

環境技術の研究開発や、各地で緑化事業を進めています。

環境報告

京都・醍醐寺に
「土牛の桜」が里帰り

豊臣秀吉による醍醐の花見で有名な京

都・真言宗醍醐寺の「土
と

牛
ぎゅう

の桜」。日本

画家・奥村土牛が描いたことから名づけ

られた由緒あるサクラの増殖に、住友林

業・筑波研究所と住友林業緑化が協力し

ています。

◎増殖が難しいシダレザクラ

醍醐寺のシダレザクラは、エドヒガンザ

クラの仲間でサクラの中では長寿な種

で、各地に樹齢100年以上の古木が現

存しています。こうした古木は、歴史的

建造物同様に文化的価値が高く、その保

存が望まれています。しかし、樹木は樹

齢が高くなるほど挿し木や接ぎ木といっ

た従来技術での増殖が難しくなります。

そこで、バイオテクノロジーを用いた増

殖方法の開発に取り組みました。

◎熱帯林再生で培ったクロ－ン技術

筑波研究所は、インドネシア熱帯林再生

プロジェクトで培った育苗技術を応用

し、「土牛の桜」から直接採取した芽を

2005年春、京都・醍醐寺境内で花を咲かせたクローン培養の「土牛の桜」

培養。クローン苗の生産に成功しまし

た。

クローン苗は遺伝子がそのまま受け継が

れるため、親木である樹齢150年以上

の「土牛の桜」の特徴を残したまま増殖

することができます。こうした組織培養

によるシダレザクラの増殖技術の開発

は、世界で初めてのことです。

◎2005年春、京都・醍醐寺で開花

現在、苗は1,000本以上に増え、もっ

とも大きなものは高さ約5mまで順調に

生育。2004年春には筑波研究所で、

2005年春には京都・醍醐寺で初めて花

を咲かせました。開花した花の色や形を

オリジナルの「土牛の桜」と比較したと

ころ、すべて一致していました。

環
境
報
告

筑波研究所でのご努力によって昨年3月、「土牛

の桜」が再生され、花開いたのを見たときには、

本当に涙が出るほど感動いたしました。そして、

それをこちらに移していただいて、今年見事に咲

かせることができました。初々しく、瑞々しく、

それは華麗な花でございました。そんな姿に、参

拝に来られた皆様も、そっと手に取って、まるで

押し戴くようにご覧になっていました。中には、

花に触れて力強い生命力をもらったとお喜びにな

る方までいらっしゃいました。

今、三宝院の玄関を挟んで、右に新しいクローン

の桜、左手にはそれを見守るかのごとく親桜が枝

を広げています。まさに生命の伝承です。私は、

このクローン桜を通して、お参りのかたがたに無

言の教え、無言の説法ができたような気がしてお

ります。

ただ、ときには「どうしてお寺とクローンなのだ」

とおっしゃる方もいます。そんな場合には、昔か

らお寺はその時代の最先端技術を結集して、それ

を伝承してきたのだと、だから今回も最先端の技

術をいただいて、それを伝えていくのだと申し上

げております。

住友林業、住友林業緑化の皆様のお力をいただき、

今回、木をひとつの文化遺産として伝承していく

という大変大きな仕事を成しとげることができま

した。今後、10年、15年がかりで全山を桜で埋

め尽くし、上醍醐から見下ろしたときに、五重の

塔も山門も、みんな桜の花の雲の上というように

なればと、期待は膨らむばかりでございます。

醍醐寺1100年の歴史に
新しく刻んだ「生命の再生」

総本山醍醐寺
仲田順和執行長
（真言宗醍醐派・宗務総長）

V O I C E
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植栽した樹木を調査している様子

エコアセット事例が
「屋上緑化大賞」受賞

住友林業緑化は、（株）インターリスク

総研、鹿島建設（株）、国際航業（株）

と共同で、「エコアセット」コンサルテ

ィングサービスを開始。企業が保有する

緑地や森林を資産として見直し、CSR
（企業の社会的責任）活動や環境マネジ

メントプログラムの一環として活用を図

りたい企業向けにサービスを提供してい

ます。

「エコアセット」チームは、コンサルテ

ィングの実証現場として、三井住友海上

駿河台ビル（東京都千代田区）の屋上緑

化事業を行いました。同ビルは1984年

に竣工した当初から屋上緑化に取り組ん

できましたが、樹木が大きくなり再整備

を検討。2003年7月、屋上緑地の一部

を「屋上農園」として一般開放し、地域

貢献型の都市緑地に再生しました。

住友林業緑化が主体となって提案した同

ビルの保全計画は、（財）都市緑化技術

開発機構主催の「第3回屋上・壁面・特

殊緑化コンクール」で「屋上緑化大賞

（環境大臣賞）」を受賞しました。また、

同コンク－ルにおいて、住友林業緑化が

携わった「晴海トリトンスクエア」の緑

化計画が、「日本経済新聞賞」を受賞し

ました。

荒廃地緑化の取り組み

住友林業・筑波研究所と住友林業緑化

は、荒廃地における緑化技術を確立す

ることを目的に、1991年の噴火で噴出

物が堆積した普賢岳周辺地を試験対象と

して、緑化実験を行っています。ここで

試みているのは、在来種による早生樹林

化で多様性の高い生態系の回復をめざす

方法です。郷土樹種を用い、独自の土壌

浸蝕防止法や有機成分の供給法を用いて

15種、300本の苗木を植えました。

これまで苗木は順調に生育していました

が、2004年9月に上陸した台風18号の

影響により、スダジイ、アカメガシワな

どの樹種に大きな被害が出ました。一方

で、アキグミ、ナワシログミなど風に強

い樹種は順調に生育しています。

この間の経験で、自然災害から山林の環

境を復元する環境緑化事業の技術的基盤

ができたと考えています。

屋上緑化大賞を受賞した三井住友海上駿河台ビル屋上

住友林業緑化オリジナル品種「ホワイト・ラブ」を

配植したトリトンスクエアの庭園

トヨタの森が「国土交通大
臣賞」を受賞

豊田市郊外にある「トヨタの森・フォレ

ストヒルズ・モデル林」は（財）都市緑

化基金主催の「第24回緑の都市賞」で、

「国土交通大臣賞」を受賞しました。こ

の森づくりには住友林業山林部と住友林

業緑化が計画・設計・施工・運営に関わ

っています。

農園芸用培養土「土太郎」

スミリン農産工業は、木材の製材加工時

に排出される樹皮（バーク）を原料にバ

ーク堆肥を製造。このバーク堆肥を、飲

料水や工業用水の浄水場から排出される

沈殿土と混合・熟成させた良質の培養土

「土太郎」を生産しています。「土太郎」

は野菜や植木、芝生などの農園芸用培養

土として利用されています。

この事業は、千葉県、愛知県などの自治

体との共同事業で、浄水場から発生する

沈殿土のリサイクルに役立っています。

トヨタの森

30,000

20,000

10,000

0

年度�
2001

年度�
2000

年度�
2002

年度�
2004

年度�
2003

（t）�

23,465
25,351

23,690 23,983 24,116

スミリン農産工業培養土の生産量

京都・醍醐寺の「土牛の桜」の子孫を育んだのは、インドネシ

ア熱帯林再生で培った育苗技術。海外植林に貢献した環境技術

が、国内の歴史的な文化財保存に役立ちました。

環
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環境マネジメント
住友林業は全社統合でISO14001に基づく環境マネジメントシステムを構築し、

日常業務と環境活動の一体化を図っています。

環境報告

住友林業の
環境マネジメントシステム

住友林業では、環境を経営の最重要テー

マのひとつと考え、1995年度より ISO

14001に基づく環境管理システムを構

築。1997年度には住宅業界ではもっと

も早く ISO14001規格を認証取得しま

した。

その後、認証取得の適用範囲を山林部

門､木材・建材流通部門へと順次拡大し、

2002年8月には、住友林業全社を対象

とした全社統合の認証に更新しました。

◎予算に「環境」視点を導入

住友林業は、環境活動を持続的な取り組

みとするため、環境管理と日常業務の一

体化を図っています。2003年度に環境

管理を予算管理のしくみで行う方法を構

築し、2004年度から運用を開始。短

期・中長期の2つの視点から「環境」と

「経済（業績）」をとらえることにより、

「環境」と「経済」の両立をめざすこと

が可能となりました。2005年度は、よ

り具体的な数値目標を掲げました。

グループ環境管理

住友林業は、ISO14001認証範囲を、グ

ループ会社に対して拡大してきました。

2002年度には住友林業緑化、住友林業

ホームサービス、住友林業システム住宅

の3社を、また2003年9月には住友林

業クレスト、住友林業ツーバイフォーの

2社を ISO14001認証範囲に組み入れま

した。

海外では、インドネシアのKTI（クタイ・

ティンバー・インドネシア）、ニュージ

ーランドのNPIL（ネルソン・パイン・イ

ンダストリーズ）、オーストラリアのア

ルパインMDFの3社が、ISO14001を認

証取得しています。

環境経営部長：�
　環境管理責任者�

山林部�

筑波研究所�

営業管理部�

経営企画部�

営業本部�

国際事業本部�

住宅本部�
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審査部�

情報システム部�
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環境マネジメント体制

グループ環境管理事例

◎住友林業クレスト

住友林業クレストの4事業所（新居浜・

小松島・静岡・鹿島）は、廃棄物の削減、

トルエン、キシレンを含まない塗料への

転換を進めています。2004年度からは

国産スギ材利用に取り組み、1,500m3/
月以上の国産スギ材を合板用に利用。今

後さらに利用量を増やす予定です。

◎住友林業ツーバイフォー

ツーバイフォー住宅の設計・施工・販売

を手がける住友林業ツーバイフォーは、

冷暖房効果を高める外断熱工法を採用し

ています。これにより、省エネルギーと

CO2の発生を抑制し、居住段階の環境

負荷低減を図ります。また、施工現場の

廃棄物の分別回収、リサイクル利用を積

極的に進め、2004年度は解体材の約

86％をリサイクルしています。

◎KTI
近年、欧米諸国や日本市場において、環

境に配慮した原材料を使用した商品の需

要が急速に高まっています。これに対応

してKTIは、ファルカタをその中心とな

る素材と位置づけ、商品開発を進めてい

ます。また、環境保全に配慮した経営を

体系的に実践するため、2001年7月に

ISO14001を認証取得し、環境負荷の少

ない商品づくりを進めています。

◎NPIL
NPILは、従来から100%植林木を使用し

た商品を製造しています。製造ラインに

はMDF用とLVL用の2ラインがあり、い

ずれも必要な熱源には廃材や木皮を利用

しています。また、製造に必要な水も循

環利用しています。NPILは、ISO14001
認証取得を契機に、さらなる環境保全活

動に取り組んでいます。
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環境監査

住友林業は、環境保全活動の運用状況を、

①内部環境監査、②外部認証機関による

審査で検証しています。

内部環境監査

環境活動を効率的かつ確実に進めるため

に、各部署ごとに相互に監査を実施して

います。監査の重点項目は、①環境マネ

ジメントシステムの運用状況、②環境目

的・目標の達成状況の2項目で、内部環

境監査員がこれを確認しています。

◎内部環境監査情報の集約

住友林業の環境保全活動を統括する環境

経営部は、内部環境監査結果を集約し、

すべて経営層に報告します。経営層は監

査結果に基づき改善の必要性の有無を判

断。必要な場合は関連部署に改善指示す

るほか、他部署へ水平展開し、情報の共

有化を図っています。

◎内部環境監査員の養成

年に2回、内部環境監査員養成講座を開

催し、受講修了した社員を内部環境監査

員に任命しています。2005年3月末現

在の内部環境監査員数は、累計で611
名となりました。

外部認証機関による審査

内部環境監査に加え、毎年1回、外部認

証機関による ISO14001中間審査（サ

ーベイランス）、ならびに3年に1回の

更新審査を実施しています。

2004年度は、7月に認証審査を受審し

ました。受審したのは30部署で、結果

は、重大な不適合（A指摘）0件、軽微

な不適合（B指摘）1件、改善事項（C
指摘）16件でした。

軽微な不適合として指摘されたのは「工

場排水の監視測定手順の不備」で、指摘

に対して直ちに是正措置を行い、認証審

査機関に報告しました。

度は34回の環境講演を実施しました。

受講者数は延べ1,328人で、内訳は住

友林業839人、グループ7社489人でし

た。

環境教育の推進
すべての社員が、日常の業務の中で環境

活動を意識し、遂行していくためには、

社員一人ひとりが自らの役割を自覚し、

具体的な行動をとることが必要です。そ

のため住友林業は、すべての社員を対象

に環境教育を実施しています。

環境教育の種類

◎全社員を対象とした教育

環境方針を周知徹底するため、携帯用カ

ードの配布やポスターの掲示を行ってい

ます。また、全国の支店では年間計画を

作成するほか、環境についての研修会を

実施。全社員の自覚を促しています。

◎新入社員研修制度

新規採用者に対しては、全員参加の新入

社員研修で環境教育を実施しています。

愛媛県の新居浜市別子山にあるフォレス

ターハウスで行われる研修では、植林の

歴史や林業技術などを学び、森づくりを

通して環境保全の考え方を習得します。

このほか、富士山「まなびの森」で、植

林・育林活動を体験しています。

◎環境講演

環境問題と住友林業グループの取り組み

について理解を深めるために、2004年

ISO審査後の会議 住友林業とグループ社員を対象に環境講演を実施

環境意識を高める取り組み

社員全員に環境意識を徹底するため、社

内イントラネットを利用して環境メール

マガジンを配信しています。住友林業の

環境への取り組みのほか、話題となって

いる環境関係のトピックスや他社の取り

組みについてもわかりやすく紹介してい

ます。

イントラネットを利用した環境教育

緊急事態の想定と訓練

住友林業は、緊急事態として火災事故と

大規模災害を想定し、事故や災害を防止

するため、緊急事態を想定した訓練を定

期的に実施しています。

◎火災訓練

火災の未然防止、発生時の影響緩和に関

する対策を策定し、手順については定期

的な訓練を行っています。

◎大規模災害対策（大地震を想定）

大地震発生時に社員と家族の安全を守る

とともに社内体制を確立し、さらにお客

様支援を図るため、「大地震マニュアル」

を作成し全社員に配布しました。

ISO14001に基づく環境マネジメントシステムを構築し、活動

を実施しています。これまでは環境目標の数値管理が課題でし

たが、2005年度から改善を図ります。
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オフィス環境管理
重点項目を定め、オフィスにおける省資源・省エネルギー、グリーン購入を進めています。

2004年度は社有車ステッカー、社用手帳を環境配慮型に変更しました。

環境報告

オフィスにおける
環境保全活動

オフィス活動による環境負荷を低減する

ため、下記を重点項目に掲げて活動に取

り組んでいます。

¡紙の使用量削減

¡グリーン購入への取り組み

¡電気使用量の削減

グリーン購入

◎文具のグリーン購入

文具のグリーン購入率 71.97％

環境負荷の少ないOA用品や消耗品など

を優先的に購入する「グリーン購入」に

取り組んでいます。コピー用紙について

は2002年度から国内すべての支店でグ

リーン購入法対応商品としました。また、

社用封筒には再生紙を使用しています。

その他の事務用品に関しても優先的にグ

リーン購入法対応商品を購入した結果、

2004年度のグリーン購入率は71.97%
となりました。今後はグループ会社も含

め、グリーン購入の促進を図ります。

◎社用手帳への環境配慮

2005年より、住友林業が作製している

手帳の環境配慮を向上させました。表紙

カバーには天然素材に近い風合いをもち

ながら環境負荷の少ない「エコニア」を

採用。また手帳全体で古紙配合率を高め

ることにより、

エコマークを取

得しました。

◎資料袋を環境配慮型に転換

住宅展示場では多くの資料をお客様にお

渡しするため、資料袋が必要となります。

住友林業は、この資料袋の素材に、トウ

モロコシを原料とする生分解性プラスチ

ックを使用しています。生分解性プラス

チックは、使用後は自然界で微生物の働

きで水とCO2に分解されます。

化石資源を使用し

ないため、省資源、

廃棄物削減にも貢

献します。

使用済みパソコンの
リユース、リサイクル
リユース率 16.1％

マテリアルリサイクル率 83.9％

住友林業の業務で使用するパソコンにつ

いては、毎年800～1,000台がリース

期間満了としてスミリンエンタープライ

ズに返却されています。その中には整備

すればまだ利用できるものがあります。

スミリンエンタープライズは返却された

パソコンのリユースに取り組み、2004
年度は返却パソコンの16.1%を中古パ

ソコンとして活用しました。

また、パソコンには有用な金属が含まれ

ているため、リユースできないパソコン

はマテリアルリサイクルを図っていま

す。2004年度は、返却されたパソコン

の83.9%をマテリアルリサイクルしま

した。廃棄物処理などの面にも貢献しま

す。

◎環境配慮型ステッカー

これまで社有車のステッカーには塩化ビ

ニル系フィルムを使用していましたが、

2005年1月に、オレフィン系フィルム

に材質変更することにしました。オレフ

ィン系フィルムは燃焼時に水とCO2し

か発生せず、有害なダイオキシンの発生

のない安全な素材とされています。

紙の使用量削減

◎電子受発注システム「楽っと」

住宅建築には複数の協力工事店が関与す

るため、これにともなう事務処理量や紙

資源使用量は膨大なものとなります。住

友林業は受発注施工書類や請求書などを

電子化するシステム「楽っと」を構築。

費用と資源の節約を実現しました。

◎社内通知をオンライン化

住友林業の住宅本部資材物流部は、住宅

本部の各支店や協力工事店に対する通知

をオンライン化しています。オンライン

化した通知は、主に住宅本部の商品に使

用する部材の設定や仕様変更、価格の改

定など。オンライン化により情報伝達の

スピードアップを図るとともに、通知連

絡の配送作業軽減、紙使用量の大幅削減

を実現しています。

◎社内報のオンライン化

印刷部数削減の取り組みとして、社内イ

ントラサイト「インフォレスト」を開設。

社内の情報共有化、情報伝達スピードア

ップとともに紙使用量削減に努めていま

す。

「インフォレスト」

環境配慮型の新しいステッカー

トウモロコシから

つくられた資料袋

社用手帳
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環境会計
環境経営を推進していくために、環境保全コストならびに

環境保全効果を集計し公表しています。

環境報告

住友林業の環境会計

住友林業は、「2001年環境報告書」よ

り「環境保全コスト」を公表しています。

これは、当社が企業経営の中で環境保全

活動をさらに発展させていくためには、

環境保全にかかるコストとその効果を定

量的に把握し、住友林業に関わる多くの

方々に公表していくことが必要だと考え

たからです。

環境コストの把握

住友林業では、環境保全コストに関して

は、次のような考え方で把握を行ってい

ます。

◎事業エリア内コスト（地球環境保全コ

スト）

持続可能な森林育成のための社有林保全

管理にかかる経費、インドネシアでの森

林再生活動にかかる国内外の経費を算出

しました。

◎事業エリア内コスト（資源循環コス

ト）

廃木材リサイクル流通事業の運営、建設

廃棄物の分別、リサイクル、適正処理、

運搬および管理にかかる経費を算出しま

した。

◎管理活動コスト

ISO14001認証取得、継続に関する事務

局経費および審査費用、環境広告、環境

報告書など環境情報の開示にかかる費用

を算出しました。

◎研究開発コスト

筑波研究所で実施している環境関連テー

マの研究にかかる経費を算出しました。

◎社会活動コスト

社会活動コストとしては、以下の3つの

経費を算出しました。

¡富士山「まなびの森」自然林復元活動

運営に関する経費

¡「フォレスターハウス」の維持管理、

運営に関する経費

¡自然保護基金などへの寄付にかかる経

費

環境保全コスト�

分類

①事業エリア内コスト 地球環境保全コスト

資源循環コスト

�

②管理活動コスト�

③研究開発コスト

④社会活動コスト

合計�

主な取り組みの内容

持続可能な森林の育成

海外植林

建設廃棄物の削減・リサイクル

廃木材チップのリサイクル流通事業運営�

廃木材再利用製品の製造事業運営�

ISO14001整備・運用�

環境情報の開示および運用�

グリーン購入�

研究開発活動のうち環境保全に関する要件�

「まなびの森」管理・運用�

「フォレスターハウス」管理・運用

経団連、自然保護基金などへの寄付�

費用額（百万円）�

環境保全効果�

効果の分類

①事業エリア内コストに対する効果

②管理活動コストに対応する効果�

③研究開発コストに対応する効果

④社会活動コストに対応する効果�

効果の内容

社有林によるCO2吸収効果

平成16年度CDM調査事業完了

当社住宅建設にともなう廃木材リサイクル�

流通事業による廃木材リサイクル量（チップ換算）�

使用済みパソコンのリユース、リサイクル�

「ビッグフレーム構法」商品化�

醍醐寺「土牛の桜」培養技術の完了�

富士山「まなびの森」でのボランティア活動

「フォレスターハウス」来場者数�

効果

231,605 t-CO2�

－�

26,650 t

687,605 m3

100 %

－�

－�

160名（7回実施）�

4,632名（学習会3回実施）�

522

30

3,668

119

39

32

119

255

232

27

39

4

5,085

2004年度の環境会計
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2004年度の活動計画と実績
2004年度は、地球温暖化防止、廃棄物削減、有害物質の削減、グリーン調達を

重点テーマに活動を進めました。

環境報告

住友林業の事業活動における主な取り組み

グリーン調達�

重点項目� 2004年度の主な取り組み� 活動内容� 2005年度の主な取り組み�

活動結果� 2005年度の主な取り組み�

地球温暖化防止�

¡木質系廃棄物リサイクルとして解体チッ�
　プ（製紙・ボード向け）取扱量の拡大�

有害物質の削減�

重点項目� 2004年度の主な取り組み�

コミュニケーション�
活動の推進�

¡社内外に対する環境情報活動の推進�
¡ボランティア植林等社会貢献活動の推進�

¡2004年6月「環境・社会報告書」の発行�

¡環境教育によるグループ社員の意識改革を実施�
¡ISO14001内部環境監査員の養成を積極的に実施�

¡省エネルギーの啓発活動の実施�
 ¡購入するパソコン､プリンターのグリーン購入法適�
　合比率100％達成�

¡新入社員、社員、取引業者等に対して計34回、�
　1,328人に対して環境教育研修を実施�

オフィス活動による�
環境負荷の削減�

教育啓発活動�

¡持続可能な森林経営への取り組み�

廃棄物削減� ¡仕入先拡大、既存先の拡充�

¡社有林の間伐、択伐必要箇所の入念な現地調査を�
　行い、第7次森林施業計画を確実に実行�

¡仕入先拡大による解体チップ取扱量拡大をめざす�

¡第7次森林施業計画に基づいた年間伐採計画を着�
　実に実行することにより、森林資源の保全育成に�
　取り組む�

¡住宅の資材調達において新規メーカーのグリーン�
　調達企業評価適合率100％とする�
¡グリーン調達ガイドラインの見直しを実施�

¡低ホルムアルデヒド化への取り組み�
¡MDFにおける低ホルムアルデヒドの�
　F☆☆☆☆商品取扱量の拡大�

¡燃料チップ取扱量の拡大�
　（バイオマスエネルギーとして）�

¡次世代省エネルギー仕様の開発による�
　居住時のCO2排出量削減に貢献�

¡資材運搬車両台数の削減への取り組み� ¡物流センター構築による配送回数の削減を検討�

¡次世代省エネルギー仕様のコストダウンとPRを�
　実施�

¡新規ユーザーへの納入開始と既存納入先への納�
　入増量�

¡新規ユーザー開拓と既存納入先への増量を行い、�
　燃料チップ取扱量の拡大をめざす�

¡次世代省エネルギー仕様を標準仕様とし、省エネ�
　ルー型の比率を高める�

¡物流拠点活用の検討�

¡2005年度までに住宅解体系木くずの指定認定工場�
　への持ち込みを95％に�

¡集合住宅建設における廃棄物リデュース�
　の徹底�

¡建築廃棄物の木くずリサイクル率の向上� ¡徹底した教育と指定認定工場への持込監視を実施�

¡RC物件：資材の適正発注と適正使用を推進� ¡RC物件、木造物件ともに床面積あたりの廃棄物量�
　を削減�

¡木造物件：資材の再利用の徹底を実行�

¡防蟻処理における取り組み� ¡防腐防蟻工事にて土壌処理を行わないベイト工法�
　の販売を開始�

¡炭など薬剤に頼らない自然素材利用の防蟻手法を�
　策定�
¡防腐防蟻処理工事で土壌工事を行わないベイト工�
　法の普及を図る�

¡啓発活動を積極的に行い､業界全体とエンドユー�
　ザーへのF☆☆☆☆化を推進�

¡低ホルムアルデヒド(F☆☆☆☆)MDFの取り扱いを�
　増加�

¡持続可能な森林資源を原材料とした製�
　品・原木の取扱量の拡大�

¡グリーン調達の推進�

¡広葉樹植林木の仕入先新規開拓、針葉樹の植林材、�
　ニュージーランド材の取り扱いを増加�

¡エコマーク品であるNPIL製品の取扱量を増加�

¡ガイドラインにしたがい資材設定時に商品、企業を�
　チェックし、グリーン調達を拡大�

¡針葉樹植林木は、ニュージーランド材、オーストラ�
　リア材の取り扱いを増加。広葉樹植林木は、新しい�
　産地を開拓�

¡フロアー板、下地合板の植林木化を進め、植林木�
　合板の取扱量を拡大�

¡エコマーク商品であるNPIL製品の取扱量増加�
¡F☆☆☆☆化を積極的に進める�

¡植林木合板(B/B、複合品を含む)の取扱量増加�

¡光熱費等の経費削減�
¡グリーン購入の推進�

¡富士山「まなびの森」、東京都水源地域森林等での�
　植林､育林ボランティア活動の推進�
¡取引業者で構成されるスミリン会情報ネットワーク�
　での環境情報発信�

¡環境意識向上への取り組み�

¡住友林業グループ国内の共通テーマとして、CO2

　排出量の削減�

¡富士山「まなびの森」ボランティア活動を計７回実�
　施。参加者160名�
 ¡フォレスターハウスの内部リニューアルを実施�

環
境
報
告

住友林業グループ共通の取り組み



2004年版アンケートの結果
昨年発行した「環境・社会報告書2004」には53通の回答が寄せられました。

その中から、読者の代表的なご意見・ご要望をご紹介します。

環境・社会報告書2005

アンケートへのご協力ありがとうございました。
皆様のご意見・ご要望を取り組み改善に役立ててまいります。

今回は53通のご回答をいただきました。誠にありがとうございました。お寄
せいただいたご意見・ご要望のうちすぐに実現可能なものは、環境活動や報

告書の改善に役立ててまいります。「詳細に報告を」というご意見に対しては

今回より増ページを図りました。「読者レベルはどこ？」というご質問に対し

ては、ビジネスユースが主目的とお答えせざるをえません。そこで、一般読

者向けに環境をテーマにわかりやすく編集した冊子を2005年秋に発行する
予定です。ホームページでご案内しますので資料請求してください。なお、

ご意見の中には対応に時間を要するものもありますが、真摯に検討してまい

ります。今後も皆様のご意見・ご要望をお待ちしております。（環境経営部）

自然林復元活動、海外での活動などにつ

いて、もっと紙数を増やして詳細に紹介

していただきたい。 （男性・66歳・無職）

読者レベルをどこに置いているのでしょ

うか？　高校生程度にも理解できるよう

工夫しては？　　　　　　　（男性・63歳）

森林の保全管理および木材活用の諸活動に

比べ、廃棄物処理やリサイクルレベルの向

上については、今少し努力すべきではない

かと思います。 （男性・74歳・NPO職員）

これらの内容を絵本やマンガにして子供

たちに配って教育をしてはいかがでしょ

うか。 （男性・39歳・自治体職員）

貴社の植林に対する熱意が見えるし努力

されているのに敬意を表します。今後植

林計画あれば一般のボランティアが参加

可能なのかご教示いただきたい。

（男性・66歳・自由業）

「森林の保全・再生」の重要性が最近強

調されている。総論としてわかっている

つもりだが、具体的な問題点・対策につ

いてはほとんど理解されていない。末端

に対し、もっと情報提供・啓発努力を続

けて欲しい。 （男性・65歳）

環境に対し、多方面から取り組んでいる

ことが理解できる。ただし方向性はわか

るが「5～10年後に達成したい状態・
姿」が必ずしも明確でない。目標の数値

化が必要。 （男性・54歳・会社員）

主婦の立場としては「住」は重要であり

「環境」も大変重要です。住み替え・建

て替えを考えたとき、地球にとって良い

方法を選ぶことくらいしかできないのが

一般市民です。実際に森や木を扱ってお

られる現場での環境への取り組みに期待

しています。 （女性・44歳・主婦）

地球環境を保護して持続可能な経営をす

るという考えのもと行っている活動に大

変好感がもてました。貴社の技術力につ

いてもう少し知りたいと思いました。

（男性・21歳・学生）

写真がもう少し大きければと思います。

それ以外は大変良い内容です。高校生に

「環境についての取り組み」を勉強させ

るうえで、実に良い教材です。

（男性・44歳・図書館司書）

2005年アンケートに
ご協力ください。

¡2005年アンケート用紙は裏
面です。

¡アンケートにご記入後は、切
り離してご投函ください。
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お名前：�

ご住所：�

ご連絡先電話番号：□職場　□ご自宅�

E-mail：□職場　□ご自宅�

ご職業（会社名・学校名）：�

年齢：�

部署：�

〒�

（　　　）�

@

■次年度も継続して、上記住所への環境・社会報告書の送付を希望します。�

□ はい　　　　　　　　□ いいえ�

キリトリ



アンケートご協力のお願い
環境・社会報告書2005

Q1 質問項目から該当する番号をご記入ください。� Q4 質問項目から該当する番号をご記入ください。

ご意見があれば、ご記入ください。�

Q2 質問項目から該当する番号をご記入ください。
おいくつでも、結構です。�

Q3 質問項目から該当する番号をご記入ください。

ご意見があれば、ご記入ください。�

Q5 ご意見、ご要望などご自由にご記入ください。�

Q1「環境・社会報告書2005」を、どのようなお立場でお読みになりましたか？�

�01：お客様 02：お取引先 03：株主・投資家 04：政府・行政関係 05：企業の環境担当
06：環境の専門家 07：NGO/NPO 07：報道関係 08：学生 10：その他�

01：わかりやすい 02：普通 03：わかりにくい　　�

Q2 特に興味をもたれた内容は？�

�

Q3 この報告書をお読みになった感想は？�

�

01：充実している 02：普通 03：ものたりない�

Q4 記載内容については？�

�

Q5 当社の環境・社会活動へのご意見をお聞かせください。�

01：トップ対談 02：Sustainable 森のちからを、未来のちからに。�

03：社会性報告 CSR担当役員メッセージ 04：住友林業の社会的責任 05：お客様とともに�

06：取引先とともに 07：株主とともに 08：社員とともに　　�

09：社会とともに�

10：環境報告 環境担当役員メッセージ 11：環境ビジョン 12：事業活動とCO2収支�

13：持続可能な森林経営 14：木材資源の有効活用　 15：居住者のための環境配慮�

16：事業活動における環境保全 17：環境技術の開発、緑化事業 18：環境マネジメント�

19：オフィス環境管理 20：環境会計 21：2004年度の活動計画と実績�

22：環境活動・社会活動のあゆみ 23：会社概要�

「環境・社会報告書2005」をご覧いただきましてありがとうございました。

住友林業では、次回レポート作成にあたって皆様のご意見・ご感想を参考にさせていただきたいと考えています。

お手数ですが、アンケートにお答えいただき、下記ハガキをポストにご投函ください。

アンケートに関する個人情報の

取り扱いについて

いただきましたアンケートは、

次号報告書作成の参考とさせて

いただきます。アンケートハガ

キに記載いただきました「個人

情報」につきましては、「個人

情報保護法」その他の法令を遵

守し、適正に管理いたします。

個人情報お取り扱いの詳細は、

下記のホームページをご覧くだ

さい。

http://www.sfc.co.jp/hogo

/index.html

キリトリ
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環境活動・社会活動のあゆみ
環境・社会報告書2005

■ 会社概要
¡商号：住友林業株式会社

¡本社：〒100-8270 東京都千代田区丸の内1-8-1丸の内トラストタワーN館

¡資本金：27,672百万円
¡設立：昭和23年2月20日
¡創業：元禄4年（1691年）
¡従業員：4,194人（連結：10,477人）2005年3月31日現在
¡売上高：598,853百万円（連結723,193百万円）
¡営業種目：山林の経営/原木、製材品、チップ、普通合板、二次加工合
板、繊維板、金属建材、住宅機器、窯業建材等の売買/注文住宅の建築、
建売住宅および宅地の売買、インテリア商品の売買/集合住宅、ビル等
の建築、売買、賃貸借

■ 主な住友林業グループ企業
¡住友林業クレスト（株）：各種合板、住宅用各種部材などの製造、販売

¡住友林業ツーバイフォー（株）：ツーバイフォー住宅の設計、施工、販売

¡住友林業ホームテック（株）：戸建て住宅、マンションのリフォーム

¡住友林業ホームサービス（株）：住まい、土地の売却、購入の仲介

¡住友林業緑化（株）：都市の緑化、個人住宅の外構、造園事業

¡住友林業フォレストサービス（株）：国産材の販売、森林事業の受託

¡スミリン農産工業（株）：育苗培養土、土壌改良材、肥料の製造、販売

¡スミリンエンタープライズ（株）：保険代理店業など総合サービス業務

¡ネルソン・パイン・インダストリーズ（NPIL社）：MDFなどの製造、販
売（ニュージーランド）

¡アルパインMDF・インダストリーズ（ALPINE MDF社）：MDFの製造、
販売（オーストラリア）

¡クタイ・ティンバー・インドネシア（KTI社）：合板などの製造、販売
¡リンバ・パーティクル・インドネシア（RPI社）：パーティクルボード
の製造、販売

¡アスト・インドネシア（ASTI社）：木製オーディオ用スピーカーなどの製造
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■連結　■単体�
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売上高推移

1991

1992

1993

1994
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1996
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1998
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2000

2001

2002

2003

2004

2005

国内�年� 海外�

環境経営部を設置（4月）�

「フォレスターハウス」がリニューアルオープン（3月）�
CSR推進室を設置（4月）�

グリーン環境室を設置（1月）�
インドネシア東カリマンタン州で熱帯林再生プロジェクトに着手�
（12月）�

NPIL（ネルソン・パイン・インダストリーズ）生産のMDFがエコマーク�
を取得（1月）�

大造林計画100周年記念・住友の森 エコシステム「記念広場」「フォレスターハウス」開設�
（10月）�

住友林業「環境理念」を制定（12月）�

住友林業環境管理委員会が発足（1月）、住友林業「環境行動指針」を策定（1月）、�
本社部門で住友林業環境管理システムを自主的に実施（4月）�

住友林業全部門で住友林業環境管理システムを自主的に実施（4月）�

住宅本部内の5部および北関東ブロックでISO14001認証取得（8月）、�
国有林の風倒木被害地を復元する富士山「まなびの森」自然林復元活動に着手（9月）�

環境事業部を設置（6月）、�
住宅本部東日本全ブロックでISO14001認証取得（10月）�

山林部門でISO14001認証取得（7月）、環境共生住宅の認定を取得（8月）、�
富士山「まなびの森」にボランティア活動の拠点施設「フォレストアーク」開設（10月）�

環境省からの受託によるCDM調査事業をインドネシア東カリマ�
ンタン州で開始（8月）�

住友林業全社統一「環境方針」を策定（10月）、住友林業全部門に環境マネジメントシステム導入�
（10月）�

インドネシア・ワイカンバス国立公園植林プロジェクトがスタート�
（11月）�

KTI（クタイ・ティンバー・インドネシア）でISO14001認証取得（7月）、�
KTIインドネシア・プロボリンゴ市と共同で植林事業を開始（8月）�

スブル熱帯林再生プロジェクト（インドネシア）/インドネシア・ワイ�
カンバス国立公園植林プロジェクト、完了（3月）�
アルパインMDFがFSC・COC認証を取得（9月）�
�

住友林業全部門ISO14001認証取得（8月・海外を除く）�

ISO14001全社統合認証取得（8月・海外を除く）、グループ会社ISO14001認証取得（11月）［住友林業�
緑化（株）、住友林業ホームサービス（株）］�

NPIL（ネルソン・パイン・インダストリーズ）ニュージーランドで�
ISO14001認証取得（7月）�

KTI（クタイ・ティンバー・インドネシア）がFSC・COC認証を取得（1月）�

グループ会社ISO14001認証取得（9月）［住友林業クレスト（株）、住友林業ツーバイフォー（株）］�

�

木を育み、木に育まれてきた住友林業は、

国内・海外で環境活動、社会活動に取り組んでいます。



〒100-8270 東京都千代田区丸の内1-8-1 丸の内トラストタワーN館
企画編集　◎環境経営部　

◎総務部 広報グループ
◎総務部 CSR推進室
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